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老 発     第  号 

平 成 ２ ８ 年  月  日 

 

各都道府県知事  殿 

 

 

厚生労働省老健局長 

 

 

介護保険事業状況報告（月報・年報）について 

 

 

標記については、「介護保険事業状況報告について（月報）」（平成１２年５月１７日付老発第４

８７号厚生省老人保健福祉局長通知）及び「介護保険事業状況報告について（年報）」（平成１４年

１月２３日付老発第 0123002 号本職通知）により行われているところであるが、今般、下記のとお

り変更することとしたので、管内市町村（保険者）に周知徹底のうえ、本報告が円滑かつ適正に行

われるよう配慮されたい。 

 

記 

１． 報告様式 

 

（１） 月報については、別紙１（様式１から様式２の７）のとおりとする。 

ア 様式１の５及び１の７について、保険者からの報告を不要とし、国民健康保険団体連合会 

より国民健康保険中央会を経由して厚生労働省に報告する。 

イ 様式２から２の６について、保険者は償還払い分だけを都道府県を経由して厚生労働省 

に報告する。 

ウ 様式２から２の６の現物給付分については、国民健康保険団体連合会より国民健康保険中 

央会を経由して厚生労働省に報告する。 

 

（２） 年報については、別紙２（様式１から様式４の３）のとおりとする。 

様式２から２の６については、次のとおりとする。 

厚生労働省が保険者からの償還払い分の報告と国民健康保険団体連合会より国民健康 

保険中央会を経由して報告があった現物給付分の報告を合算した内容を、保険者におい

て必要に応じ調整等を行い、都道府県を経由し厚生労働省に報告する。 

 

４．平成 28年度介護保険事業状況報告様式（案） 



   

 

 

２． 記載要領 

月報については、別紙３のとおりとする。 

年報については、別紙４のとおりとする。 

 

３． 適用時期 

月報については、平成２８年６月記載月分から適用する。 

年報については、平成２７年度分から適用する。 

 

４． 参考資料 

 別紙５（平成２８年度月報の報告事項等の整理） 

 別紙６（平成２７年度年報の報告事項等の整理） 

 



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

（追加）

合計
要介護５要介護３

夜間対応型訪問介護

要介護４
経過的
要介護

予防給付

要支援１ 要支援２

地域密着型特定施設入居者生活介護

計 要介護５
経過的
要介護

要介護１ 要介護２

認知症対応型通所介護

要介護３ 要介護４ 計

① 総　数

(17) 地域密着型(介護予防)サービスの利用回数【現物給付分】

予防給付 介護給付
合計

要支援１ 要支援２

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

要介護１ 要介護２

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

要支援２ 計
経過的
要介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

（　追　加　）

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

計要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

(16) 地域密着型(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

(16) 地域密着型(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】
① 総　数

予防給付 介護給付
合計

予防給付

計要介護１

保険者名 ： 保険者名 ：

１．一般状況（続き） １．一般状況（続き）

（平成　　年　　月分） （平成　　年　　月分）
保険者番号 ：□□□□□■ 保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式１の７） （様式１の７）

介護保険事業状況報告 介護保険事業状況報告

合計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

経過的
要介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

（　追　加　） 地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計

地域密着型特定施設入居者生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）
予防給付 介護給付

合計
要支援１ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

① 総　数

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）
予防給付 介護給付

合計
要支援１ 要支援２ 計

経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

認知症対応型通所介護

(18) 施設介護サービス受給者数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）【現物給付分】
予防給付 介護給付

合計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２

介護老人福祉施設

要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

(　追　加　）

(　追　加　）

介護給付

介護給付

(17) 地域密着型(介護予防)サービスの利用回数【現物給付分】
① 総　数

予防給付 介護給付
合計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）
予防給付 介護給付

合計
要支援１ 要支援２

認知症対応型通所介護

計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２

地域密着型通所介護

要介護５ 計

認知症対応型通所介護

要介護３ 要介護４

（　同　左　）

地域密着型通所介護



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導

訪問看護
訪問リハビリテーション

訪問入浴介護
訪問介護

総　　　　計

介護老人福祉施設

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
(　追　加　）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

通所介護
通所リハビリテーション

通所サービス

短期入所サービス
短期入所生活介護

居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション

訪問入浴介護
訪問看護

訪問介護

要介護４ 要介護５ 計

ア　件数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

経過的

要介護 要介護１

予防給付 介護給付

要介護２ 要介護３

(1) 介護給付・予防給付
① 総  数

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

合　計種　　　　類
要支援１ 要支援２ 計

（平成　　年　　月分）
保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

要介護４ 要介護５

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

① 総  数

種　　　　類
予防給付

計
経過的

要介護

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

訪問介護
訪問サービス

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション
訪問看護

居宅療養管理指導

通所介護
通所サービス

通所リハビリテーション

短期入所生活介護
短期入所サービス

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具貸与

住宅改修費
福祉用具購入費

特定施設入居者生活介護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人福祉施設

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計
イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

(　追　加　）

地域密着型通所介護

地域密着型（介護予防）サービス

地域密着型通所介護

介護給付



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人福祉施設
施設サービス

短期入所サービス

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

福祉用具・住宅改修サービス

福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

訪問リハビリテーション

通所サービス
通所介護

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

介護療養型医療施設

認知症対応型通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

短期入所生活介護

通所リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

ウ　費用額

① 総  数

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

（平成　　年　　月分）

（様式２）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告

保険者名 ：

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

要介護４ 要介護５

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

① 総  数

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
経過的

要介護

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

訪問介護
訪問サービス

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション
訪問看護

居宅療養管理指導

通所介護
通所サービス

通所リハビリテーション

短期入所生活介護
短期入所サービス

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具貸与

住宅改修費
福祉用具購入費

特定施設入居者生活介護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人福祉施設

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計
エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与

住宅改修費
福祉用具購入費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

(　追　加　） 地域密着型通所介護

(　追　加　） 地域密着型通所介護



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）
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総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設

居宅（介護予防）サービス
イ　単位数

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ア　件数

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計要支援１

保険者番号 ：□□□□□■

要支援２ 計

予防給付 介護給付
合　計

② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

経過的

要介護

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（平成　　年　　月分）

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付
② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ア　件数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計
イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

(　追　加　） 地域密着型通所介護

(　追　加　） 地域密着型通所介護



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）
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総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
エ　給付費

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付

計

② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

合　計
要支援１

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付
② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計
エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

(　追　加　） 地域密着型通所介護

総　　　　計

(　追　加　） 地域密着型通所介護

介護給付
経過的

要介護 要介護５

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

③ 第２号被保険者分（再掲）

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

要介護５ 計要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１

保険者番号 ：□□□□□■

要介護２ 要介護３

(1) 介護給付・予防給付
③ 第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

旧 新

（様式２の２）

介護保険事業状況報告

合　計
要介護４

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（平成　　年　　月分）

介護療養型医療施設
総　　　　計

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

介護老人福祉施設

総　　　　計

種　　　　類
予防給付

訪問看護

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護

訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
施設サービス

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

イ　単位数
総　　　　計

居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
施設サービス

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計

経過的

要介護

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

介護給付



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

③ 第２号被保険者分（再掲）

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

要介護５ 計要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１

保険者番号 ：□□□□□■

要介護２ 要介護３

(1) 介護給付・予防給付
③ 第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

旧 新

（様式２の２）

介護保険事業状況報告

合　計
要介護４

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（平成　　年　　月分）

介護療養型医療施設
総　　　　計

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

介護老人福祉施設

総　　　　計

種　　　　類
予防給付

訪問看護

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護

訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護

居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション

通所介護
通所サービス

短期入所サービス
通所リハビリテーション

短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具購入費
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
住宅改修費

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
施設サービス

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計

経過的

要介護

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

介護給付



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

④ 総  数（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

（様式２の３）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ア　件数

要介護５ 計要支援１ 要支援２ 計 経過的

要介護 要介護１

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要介護４

④ 総  数（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

要介護２ 要介護３

旧 新

（様式２の３）

介護保険事業状況報告

２．保険給付決定状況

（平成　　年　　月分）
保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護療養型医療施設
総　　　　計

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

介護療養型医療施設
総　　　　計

総　　　　計
介護療養型医療施設

要介護３ 要介護４ 要介護５

ア　件数

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 計

居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所介護
通所サービス

短期入所サービス
通所リハビリテーション

短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
福祉用具・住宅改修サービス

福祉用具購入費
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
住宅改修費

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護

居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス

特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

介護予防支援・居宅介護支援
地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人福祉施設

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計

経過的

要介護



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。

（別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

④ 総  数（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

（様式２の３）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ウ　費用額

要介護５ 計要支援１ 要支援２ 計 経過的

要介護 要介護１

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要介護４

④ 総  数（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

要介護２ 要介護３

旧 新

（様式２の３）

介護保険事業状況報告

２．保険給付決定状況

（平成　　年　　月分）
保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護療養型医療施設
総　　　　計

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

介護療養型医療施設
総　　　　計

種　　　　類
予防給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護

居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション

通所介護
通所サービス

短期入所サービス
通所リハビリテーション

短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具購入費
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
住宅改修費

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
施設サービス

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

総　　　　計

経過的

要介護

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

介護給付



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ア　件数

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

保険者番号 ：□□□□□■

予防給付 介護給付
合　計

要支援１ 要支援２ 計 経過的

要介護

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類

旧 新

（様式２の４）

介護保険事業状況報告

保険者名 ：

（平成　　年　　月分）

介護療養型医療施設
総　　　　計

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

総　　　　計

種　　　　類

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

予防給付
合　計

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

ア　件数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護

訪問看護
訪問リハビリテーション

通所サービス
通所介護

短期入所サービス
短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

経過的

要介護

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

介護給付



※別紙１に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙１）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年　　月分）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

訪問リハビリテーション

訪問介護

施設サービス
介護老人福祉施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

(　追　加　）
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ウ　費用額

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

保険者番号 ：□□□□□■

予防給付 介護給付
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、予防給付の特例分）

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類

旧 新

（様式２の４）

介護保険事業状況報告

保険者名 ：

（平成　　年　　月分）

介護療養型医療施設
総　　　　計

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

居宅療養管理指導
通所サービス

通所リハビリテーション
短期入所サービス

訪問入浴介護
訪問看護

通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

総　　　　計

種　　　　類

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

予防給付
合　計

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護

訪問看護
訪問リハビリテーション

通所サービス
通所介護

短期入所サービス
短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
福祉用具・住宅改修サービス

福祉用具購入費
福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護
住宅改修費

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人福祉施設
施設サービス

介護療養型医療施設
介護老人保健施設

エ　給付費
総　　　　計

居宅（介護予防）サービス
訪問サービス
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

通所サービス
通所介護
通所リハビリテーション

短期入所サービス
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護
夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

経過的

要介護

介護給付



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

（自動計算）
円／月

合　　計 （自動計算） 合　　計
円／月

（多段階設定）

キ　標準月額保険料 キ　標準月額保険料

（多段階設定）

十分の十五 （1.50）

カ　第６段階（基準所得金額以上、合計所得金額１９０万円以上の者等）

第６段階 四分の六 （1.50） ク　第８段階（市町村民税課税者で、合計所得金額が190万円以上290万円未満の者等）
第７段階

（多段階設定）

キ　第７段階（市町村民税課税者で、合計所得金額が120万円以上190万円未満の者等）
第７段階 十分の十三 （1.30）

（1.20）

（多段階設定） （多段階設定）

（1.25） 第６段階 十分の十二

四分の四

オ　第５段階（基準所得金額未満、合計所得金額１９０万円未満の者等）
カ　第６段階（市町村民税課税者で、合計所得金額が120万円未満の者等）

(1.00)第４段階

四分の五

第５段階 十分の十
オ　第５段階（市町村民税本人非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円超の者等）

（1.00）

（再掲）特例第４段階

第３段階 四分の三 (0.75)

十分の七・五 (0.75）
ウ　第３段階（市町村民税世帯非課税者で、第１段階・第２段階以外の者等） ウ　第３段階（市町村民税世帯非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が120万円超の者等）

（再掲）特例第３段階 第３段階

イ　第２段階（市町村民税世帯非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等） イ　第２段階（市町村民税世帯非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円超120万円以下の者等）

第２段階 四分の二 (0.50) 第２段階 十分の七・五

第１段階 十分の五 (0.50)

エ　第４段階（市町村民税本人非課税者等）

第５段階

ケ　第９段階（市町村民税課税者で、合計所得金額が290万円以上の者等）
第９段階 十分の十七 （1.70）

（多段階設定）

エ　第４段階（市町村民税本人非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等）

第４段階 十分の九 (0.90)

(0.75)

１．一般状況（続き）

(4) 所得段階別第１号被保険者数（当年度末現在）
ア　第１段階（市町村民税世帯非課税者で、公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者、生活保護被保護者等）

所得段階
標準割合

（令38条1項各号）
保険者の定める

割合
年度末現在
被保険者数

備　考

（様式１）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名 ：

備　考

：□□□□□■

１．一般状況（続き）

第１段階 四分の二 (0.50)

(4) 所得段階別第１号被保険者数（当年度末現在）
ア　第１段階（市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者、生活保護受給者等）

保険者の定める
割合

年度末現在
被保険者数

所得段階
標準割合

（令38条1項各号）

旧 新

（様式１）

介護保険事業状況報告

保険者名 ：

（平成　　年度）
保険者番号



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

① 総　数

（　同　左　）

（様式１の５）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名 ：

１．一般状況（続き）
(12) 要介護(要支援)認定者数

※　国民健康保険団体連合会が保有する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に要介護度が遡って
　変更になる場合がある。

総　　数

第２号被保険者

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

合計

第１号被保険者

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

総　　数

第２号被保険者

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

第１号被保険者

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 合計

女

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１

総　　数

第２号被保険者

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

要介護５ 計 合計

第１号被保険者

計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

１．一般状況（続き）
(12) 要介護(要支援)認定者数

男

要支援１ 要支援２

保険者名 ：

旧 新

（様式１の５）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

（　追　加　）

総　　数

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

合計

第１号被保険者

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

総　　数

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

第１号被保険者

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 合計

女

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１

※　国民健康保険団体連合会が保有する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に所得更正等により遡って１割負
担対象者となる場合がある。

総　　数

90歳以上

85歳以上90歳未満

80歳以上85歳未満

75歳以上80歳未満

70歳以上75歳未満

65歳以上70歳未満

要介護４ 要介護５ 計 合計

第１号被保険者

：

男

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３

１．一般状況（続き）
(12) 要介護(要支援)認定者数

旧 新

（様式１の５）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

（　追　加　）

計

訪問介護

経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

予防給付 介護給付
合計

要支援１ 要支援２ 計

介護予防支援・居宅介護支援

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所生活介護

通所リハビリテーション

通所介護

居宅療養管理指導

訪問リハビリテーション

訪問看護

訪問入浴介護

① 総　数

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

介護予防支援・居宅介護支援

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所生活介護

通所リハビリテーション

通所介護

居宅療養管理指導

訪問リハビリテーション

訪問看護

訪問入浴介護

訪問介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１．一般状況（続き）
(16) 居宅介護(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】

予防給付 介護給付
合計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名 ：

介護予防支援・居宅介護支援

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所生活介護

通所リハビリテーション

通所介護

居宅療養管理指導

訪問リハビリテーション

訪問看護

訪問入浴介護

訪問介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１．一般状況（続き）
(16) 居宅介護(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】

予防給付 介護給付
合計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

保険者名 ：

旧 新

（様式１の７） 

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式１の７） 



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

※ 訪問介護、通所介護及び通所リハビリテーションについては、介護予防サービスを除く。

（　追　加　）
訪問看護（回）

訪問入浴介護（回）

合計
要支援１ 要支援２ 計

経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

※ 訪問介護、通所介護及び通所リハビリテーションについては、介護予防サービスを除く。 ※ 訪問介護、通所介護及び通所リハビリテーションについては、介護予防サービスを除く。

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）（日）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）（日）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）（日）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）（日）

短期入所生活介護（日）短期入所生活介護（日）

通所リハビリテーション（回）通所リハビリテーション（回）

通所介護（回）通所介護（回）

訪問リハビリテーション（回）訪問リハビリテーション（回）

訪問看護（回）訪問看護（回）

訪問入浴介護（回）訪問入浴介護（回）

訪問介護（回）

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

訪問介護（回）

計 要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１
合計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

(17) 居宅介護(介護予防)サービスのサービス別利用回（日）数【現物給付分】 (17) 居宅介護(介護予防)サービスのサービス別利用回（日）数【現物給付分】

予防給付 介護給付
合計

① 総　数
予防給付 介護給付

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）（日）

短期入所療養介護（介護老人保健施設）（日）

短期入所生活介護（日）

通所リハビリテーション（回）

通所介護（回）

訪問リハビリテーション（回）

介護給付

計

予防給付
② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

訪問介護（回）

保険者名 ： 保険者名 ：

１．一般状況（続き） １．一般状況（続き）

（平成　　年度） （平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■ 保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式１の７） （様式１の７） 

介護保険事業状況報告 介護保険事業状況報告



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

要介護３

(20) 施設介護サービス受給者数（(15)の再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）【現物給付分】

（　追　加　）

介護療養型医療施設

予防給付 介護給付

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

合計
要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護４ 要介護５ 計

（　追　加　） 要介護４ 要介護５ 計

認知症対応型通所介護

要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３

（　追　加　）

① 総　数

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）
予防給付 介護給付

合計
要支援１

要介護５ 計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

② 総　数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）
予防給付 介護給付

合計
要支援１ 要支援２

要介護３

認知症対応型通所介護

計

認知症対応型通所介護

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２
合計

予防給付 介護給付

要介護４ 要介護５要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

(19) 地域密着型(介護予防)サービスの利用回数【現物給付分】 (19) 地域密着型(介護予防)サービスの利用回数【現物給付分】

予防給付 介護給付
合計

計

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）複合型サービス

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

要介護５ 計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

介護給付
合計

要支援１ 要支援２ 計
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

予防給付 介護給付
合計

予防給付

要介護５ 計 要支援１ 要支援２

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

① 総　数

保険者名 ： 保険者名 ：

(18) 地域密着型(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】 (18) 地域密着型(介護予防)サービスのサービス別受給者数【現物給付分】

１．一般状況（続き） １．一般状況（続き）

（平成　　年度） （平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■ 保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式１の７） （様式１の７） 

介護保険事業状況報告 介護保険事業状況報告



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ア　件数

① 総  数

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施設サービス

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導

訪問看護
訪問リハビリテーション

訪問入浴介護
訪問介護

総　　　　計

介護老人福祉施設

小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

複合型サービス

特定施設入居者生活介護
介護予防支援・居宅介護支援

地域密着型（介護予防）サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
認知症対応型通所介護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具・住宅改修サービス
福祉用具貸与
福祉用具購入費
住宅改修費

通所介護
通所リハビリテーション

通所サービス

短期入所サービス
短期入所生活介護

居宅療養管理指導

訪問看護
訪問リハビリテーション

訪問介護
訪問入浴介護

要介護４ 要介護５ 計

ア　件数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

経過的

要介護 要介護１

予防給付 介護給付

要介護２ 要介護３

新

（様式２）

介護保険事業状況報告

① 総  数

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

(1) 介護給付・予防給付

（平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■

旧

合　計種　　　　類
要支援１ 要支援２ 計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ウ　費用額

① 総  数

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

福祉用具貸与

小規模多機能型居宅介護

複合型サービス

認知症対応型共同生活介護

認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

通所リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

要介護４ 要介護５ 計

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付
① 総  数

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活介護

短期入所生活介護

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

訪問リハビリテーション

通所サービス
通所介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

短期入所サービス

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

福祉用具・住宅改修サービス

福祉用具購入費
住宅改修費

地域密着型特定施設入居者生活介護

施設サービス
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計

夜間対応型訪問介護 夜間対応型訪問介護



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計

（　追　加　）

介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
イ　単位数

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ア　件数

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計要支援１

保険者番号 ：□□□□□■

要支援２ 計
経過的

要介護

予防給付 介護給付
合　計

② 総  数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（平成　　年度）



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

夜間対応型訪問介護

総　　　　計

（　追　加　）

介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
エ　給付費

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス
ウ　費用額

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計要支援１

保険者番号 ：□□□□□■

要支援２ 計
経過的

要介護

予防給付 介護給付
合　計

② 総  数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

旧 新

（様式２）

介護保険事業状況報告

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

（平成　　年度）



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

ア　件数

③第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

計

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

合　計
要介護４要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護５

旧 新

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

介護療養型医療施設

保険者名

② 第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス
訪問サービス

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

夜間対応型訪問介護夜間対応型訪問介護

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ウ　費用額

③第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

介護老人福祉施設
施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

合　計
要介護４要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護５

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

②第２号被保険者分（再掲）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計

旧 新

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者名 ：

介護療養型医療施設

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

④ 総  数（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計

（様式２の３）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ア　件数

要介護５ 計

居宅（介護予防）サービス

合　計
要介護４

③ 総  数（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

旧 新

（様式２の３）

介護保険事業状況報告

２．保険給付決定状況

（平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護療養型医療施設

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

夜間対応型訪問介護夜間対応型訪問介護

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

④ 総  数（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計

（様式２の３）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護老人福祉施設
施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ウ　費用額

要介護５ 計

居宅（介護予防）サービス

合　計
要介護４

③ 総  数（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３

(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

旧 新

（様式２の３）

介護保険事業状況報告

２．保険給付決定状況

（平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：

介護療養型医療施設

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ア　件数

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付
④ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

イ　単位数
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ア　件数
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護

旧 新

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者名 ：

介護療養型医療施設

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

夜間対応型訪問介護夜間対応型訪問介護

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計
介護療養型医療施設
介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ウ　費用額

⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

種　　　　類
予防給付 介護給付

計
合　計

要支援１ 要支援２ 計
経過的

要介護

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：
２．保険給付決定状況

(1) 介護給付・予防給付

介護老人福祉施設

④ 第２号被保険者分（再掲：介護給付、介護予防給付の特例分）

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

エ　給付費
居宅（介護予防）サービス

総　　　　計

介護老人保健施設
介護老人福祉施設

施設サービス
複合型サービス
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型通所介護
夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型（介護予防）サービス
介護予防支援・居宅介護支援
特定施設入居者生活介護
住宅改修費
福祉用具購入費
福祉用具貸与

福祉用具・住宅改修サービス
短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）
短期入所療養介護（介護老人保健施設）
短期入所生活介護

短期入所サービス
通所リハビリテーション
通所介護

通所サービス
居宅療養管理指導
訪問リハビリテーション
訪問看護
訪問入浴介護
訪問介護

訪問サービス

ウ　費用額
居宅（介護予防）サービス

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

２．保険給付決定状況
(1) 介護給付・予防給付

種　　　　類
予防給付 介護給付

合　計
要支援１ 要支援２ 計

経過的

要介護

旧 新

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２の４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者名 ：

介護療養型医療施設

介護老人保健施設
介護療養型医療施設

総　　　　計



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

イ　利用者負担第三段階 

件 数

件 数
給 付 費

件 数

給 付 費

オ　合計

エ　利用者負担第一段階
世 帯 合 算 そ の 他 計

給 付 費

計

計世 帯 合 算 そ の 他

世 帯 合 算 そ の 他

給 付 費

計
件 数

ウ　利用者負担第二段階
世 帯 合 算 そ の 他

計
件 数
給 付 費

（様式２の７）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

ア　利用者負担第四段階
世 帯 合 算 そ の 他

給 付 費

計
件 数

オ　合計
世 帯 合 算

給 付 費

そ の 他

計
件 数

エ　利用者負担第一段階
世 帯 合 算

給 付 費

そ の 他

計
件 数

ウ　利用者負担第二段階
世 帯 合 算

給 付 費

そ の 他

件 数

イ　利用者負担第三段階 
世 帯 合 算

給 付 費

そ の 他 計

計
件 数

ア　利用者負担第四段階
世 帯 合 算 そ の 他

　①平成２７年４月支出決定分から平成２７年８月支出決定分まで

：
２．保険給付決定状況（続き）

（平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式２の７）

介護保険事業状況報告

保険者名

（３）高額介護(介護予防)サービス費

保険者名 ：
２．保険給付決定状況（続き）

（３）高額介護(介護予防)サービス費



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

（　追　加　）

ア　利用者負担第五段階

世 帯 合 算 そ の 他

（　同　左　）

計
件 数

イ　利用者負担第四段階

世 帯 合 算 そ の 他 計

給 付 費

そ の 他 計
件 数

エ　利用者負担第二段階

世 帯 合 算 そ の 他 計
件 数
給 付 費

世 帯 合 算 そ の 他 計

オ　利用者負担第一段階

件 数
給 付 費

カ　合計

世 帯 合 算 そ の 他 計
件 数
給 付 費

　②平成２７年９月支出決定分から平成２８年３月支出決定分まで

給 付 費

件 数

ウ　利用者負担第三段階 

給 付 費

世 帯 合 算

給 付 費

オ　合計

件 数
給 付 費

件 数
給 付 費

エ　低所得者Ⅰ

件 数

イ　一般

件 数
給 付 費

ウ　低所得者Ⅱ

（４）高額医療合算介護(介護予防)サービス費

ア　現役並み所得者（上位所得者）

件 数
給 付 費

２．保険給付決定状況（続き）

保険者名 ：

旧 新

（様式２の７）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

（様式２の７）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■

保険者名 ：



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

（　追　加　）

（　追　加　）

（　追　加　）

（　追　加　） （　追　加　）

介護サービス事業勘定繰出金

保健福祉事業費

基金積立金

予備費

財政安定化基金拠出金

相互財政安定化事業負担金

５．介護保険特別会計経理状況
(1) 保険事業勘定

歳 入 歳 出
（単位：円）

科 目 決算額 科 目 決算額

保険料 介護保険料

分担金及び
負担金

認定審査会負担金

その他

使用料及び
手数料

使用料

手数料

国庫支出金 介護給付費負担金

調整交付金
地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業交付金（介護予防事業）

地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）

都道府県支出金 都道府県負担金

財政安定化基金支出金

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業交付金（介護予防事業）

その他

介護給付費準備基金繰入金

総務費に係る一般会計繰入金

繰入金 一般会計繰入金12.5%

その他

地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）

介護サービス事業勘定繰入金

総務費

保険給付費 介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

審査支払手数料

市町村特別給付費

：□□□□□■

地域支援事業 （　追　加　）

介護予防事業費その他

介護給付費交付金

旧 新

（様式４）

介護保険事業状況報告

保険者名 ：

（平成　　年度）
保険者番号

その他

支払基金交付金 包括的支援事業・任意事業

その他地域支援事業支援交付金

諸支出金

地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 公債費 財政安定化基金償還金

その他

地域支援事業繰入金（介護予防事業）

財産収入

寄附金

他会計繰出金

市町村債 財政安定化基金貸付金

繰越金

相互財政安定化事業交付金

その他

その他

諸収入

合　　計

地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業）

介護給付費準備基金保有額

合　　計

歳入歳出差引残額 円

うち基金繰入額 円

（様式４）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名 ：

５．介護保険特別会計経理状況
(1) 保険事業勘定

（単位：円）
歳 入 歳 出

科 目 決算額 科 目 決算額

保険料 介護保険料 総務費

分担金及び
負担金

認定審査会負担金 保険給付費 介護サービス等諸費

高額医療合算介護サービス等費

その他 介護予防サービス等諸費

特定入所者介護サービス等費

高額介護サービス等費使用料及び
手数料

使用料

調整交付金

国庫支出金 介護給付費負担金

手数料

審査支払手数料
地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 市町村特別給付費
地域支援事業交付金（介護予防事業） その他
地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 地域支援事業 介護予防・生活支援サービス事業費

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業） 一般介護予防事業費

その他 介護予防事業費

地域支援事業支援交付金 その他

都道府県支出金 都道府県負担金 財政安定化基金拠出金

支払基金交付金 介護給付費交付金 包括的支援事業・任意事業

財政安定化基金支出金 相互財政安定化事業負担金
地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 保健福祉事業費
地域支援事業交付金（介護予防事業） 基金積立金
地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 公債費 財政安定化基金償還金
地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業） その他

その他 予備費

相互財政安定化事業交付金 諸支出金 介護サービス事業勘定繰出金

財産収入 他会計繰出金

寄附金 その他

繰入金 一般会計繰入金12.5%

総務費に係る一般会計繰入金

介護給付費準備基金繰入金

介護サービス事業勘定繰入金

地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業繰入金（介護予防事業）

地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業）

地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合以外の地域支援事業）

低所得者保険料軽減繰入金

その他

繰越金

市町村債 財政安定化基金貸付金

その他

諸収入

合　　計 合　　計

歳入歳出差引残額 円

うち基金繰入額 円

介護給付費準備基金保有額



※別紙２に示す様式のうち、変更・追加を行う様式のみを抜粋しています。 （別紙２）

都道府県支出金

財産収入

寄附金 諸費

他会計繰出金

市町村債

諸支出金

その他

５．介護保険特別会計経理状況（続き）

国庫支出金

負担金

手数料

円

歳入歳出差引残額

合　　計 合　　計

うち基金繰入額

円

諸収入

その他

繰入金 保険事業勘定繰入金

繰越金

保険事業勘定繰出金

使用料 公債費

予備費

分担金 施設整備費

基金積立金

その他 その他

自己負担金収入 （　追　加　）

居宅介護支援事業費

予防給付費収入 事業費 居宅サービス事業費

（　追　加　）

保険者名 ：

介護給付費収入 総務費
科 目 決算額 科 目 決算額

分担金及び
負担金

使用料及び
手数料

(２)　介護サービス事業勘定
（単位：円）

歳 入 歳 出

サービス収入

特定入所者介護サービス等費収入

地域密着型サービス等事業費

（平成　　年度）
保険者番号 ：□□□□□■

旧 新

（様式４の２）

介護保険事業状況報告
（様式４の２）

介護保険事業状況報告
（平成　　年度）

保険者番号 ：□□□□□■
保険者名 ：

５．介護保険特別会計経理状況（続き）
(２)　介護サービス事業勘定

（単位：円）
歳 入 歳 出

科 目 決算額 科 目 決算額

サービス収入 介護給付費収入 総務費

予防給付費収入 事業費 居宅サービス事業費
介護予防事業・日常生活支援総合事業費収入 地域密着型サービス等事業費

特定入所者介護サービス等費収入 居宅介護支援事業費

自己負担金収入 介護予防・日常生活支援総合事業費

その他 その他

分担金及び
負担金

分担金 施設整備費

負担金 基金積立金

使用料及び
手数料

使用料 公債費

手数料 予備費

国庫支出金 諸支出金 保険事業勘定繰出金

都道府県支出金 他会計繰出金

財産収入 その他

寄附金 諸費

繰入金 保険事業勘定繰入金

その他

繰越金

市町村債

歳入歳出差引残額 円

うち基金繰入額 円

諸収入

合　　計 合　　計
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介護保険事業状況報告（月報）記載要領 
【新旧対照表】 

旧 新 
介護保険事業状況報告（月報）記載要領 

 

１．一般状況（様式１から様式１の７） 

（１）「（１）第１号被保険者数」には、当該市町村の第１

号被保険者数を年齢階級等に区分して記入すること。 

① 「６５歳以上７５歳未満」には、「前月末現在」欄

に当該月の前月末現在で６５歳以上７５歳未満の第

１号被保険者数を、「当月末現在」欄に当月末現在で

６５歳以上７５歳未満の第１号被保険者数をそれぞ

れ記入すること。 

② 「７５歳以上」には、「前月末現在」欄に当該月の

前月末現在で７５歳以上の第１号被保険者数を、「当

月末現在」欄に当月末現在で７５歳以上の第１号被

保険者数をそれぞれ記入すること。 

③ 「（再掲）外国人被保険者」には、外国人被保険者

の数を、「前月末現在」及び「当月末現在」欄にそれ

ぞれ再掲すること。 

④ 「（再掲）住所地特例被保険者」には、介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第

１３条の規定により他の市町村の介護保険施設等に

入所するために住所を変更した者であって、介護保

険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２

５条第１項の規定による届け出を行った第１号被保

険者数を、「前月末現在」及び「当月末現在」欄にそ

れぞれ再掲すること。 

⑤ 「計」には、「前月末現在」欄、「当月末現在」欄

それぞれに「６５歳以上７５歳未満」及び「７５歳

以上」の合計を記入すること。また、「当月中増」欄

については、当該月において被保険者資格の取得に

より増加した第１号被保険者数を、「当月中減」欄に

ついては、被保険者資格の喪失により減少した第１

号被保険者数をそれぞれ記入すること。なお、「当月

中増」欄については、６５歳到達により当月中に第

２号被保険者から第１号被保険者となった者を含め

て計上すること。 

（２）「（２）第１号被保険者増減内訳」には、「（１）第１

号被保険者数」における「当月中増」及び「当月中減」

について、その増減事由別の内訳を記入すること。 

① 「転入」欄については、当該市町村に住所を有す

ることにより被保険者資格を取得した第１号被保険

者数を、「転出」欄については、当該市町村に住所を

有しなくなったことにより当該市町村の被保険者資

格を喪失した第１号被保険者数を記入すること。 

② 「職権復活」欄、「職権喪失」欄については、当該

市町村の職権により被保険者資格を取得または喪失

した第１号被保険者数を記入すること。 

③ 「６５歳到達」欄については、当該市町村に住所

を有する法第７条第８項に規定する医療保険加入者

でない者が６５歳に到達したことより被保険者資格

を取得した数と当該市町村に住所を有する第２号被

保険者が６５歳到達により第１号被保険者となった

数の合計を記入すること。 

④ 「死亡」欄については、死亡を事由として被保険

者資格を喪失した第１号被保険者数を記入するこ

と。 

⑤ 「適用除外非該当」欄については、介護保険法施

行法（平成９年法律第１２４号。以下「施行法」と

いう。）第１１条第１項の規定により適用除外となる

（同左） 
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身体障害者療護施設等（以下「適用除外施設」とい

う。）から退所又は退院することにより、当該市町村

の被保険者資格を取得した第１号被保険者数を記入

すること。 

⑥ 「適用除外該当」欄については、適用除外施設へ

入所又は入院することにより、当該市町村の被保険

者資格を喪失した第１号被保険者数を記入するこ

と。 

⑦ 「その他」欄については、①から⑥以外の事由で

被保険者資格を取得または喪失した第１号被保険者

数を記入すること。主なものとしては、住所地特例

被保険者が住所地特例でない被保険者になった場合

や外国人が被保険者資格を取得又は喪失した場合等

が該当する。 

⑧ 「計」欄については、「当月中増」、「当月中減」そ

れぞれに各事由の合計を記入すること。 

（３）「（３）食費・居住費に係る負担限度額認定（総数）」

には、それぞれ食費・居住費に係る負担限度の減額申

請件数及び減額認定件数について記入すること。 

① 施行法第１３条の規定により平成１２年４月１日

の時点で既に介護老人福祉施設に入所していた者

（以下「旧措置入所者」という。）に係る負担減額認

定及び市町村民税課税層における特例減額措置の適

用がある者については本欄に含めず、（５）表及び

(９)表に記入すること。 

② 本表は、当該月中に受け付けた申請件数及び決定

した食費及び居住費についてそれぞれの認定件数を

記入すること。 

③ 「申請件数」欄については、申請時に介護保険施

設に入所している場合はその施設の欄に、介護保険

施設に入所していない場合は「その他」の欄に記入

すること。認定件数及び認定件数（当該月末現在）

の欄についても、申請時点の区分別で記入すること。 

④ 「利用者負担第三段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税であって「利用

者負担第二段階」以外の者または負担限度額が食費

については１日あたり６５０円、居住費（滞在費）

については個室の場合日額１，３１０円、準個室の

場合日額１，３１０円、従来型個室の場合日額１，

３１０円（老健、療養等）、８２０円（特養等）、多

床室の場合日額３７０円であれば生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）の規定による被保護者（以

下「被保護者」という。）にならない者であることに

よる認定件数を記入すること。 

⑤ 「利用者負担第二段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税でかつ課税年金

収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の者ま

たは負担限度額が食費については１日あたり３９０

円、居住費（滞在費）については個室の場合日額８

２０円、準個室の場合日額４９０円、従来型個室の

場合日額４９０円（老健、療養等）、４２０円（特養

等）、多床室の場合日額３７０円であれば被保護者に

ならない者であることによる認定件数を記入するこ

と。 

⑥ 「利用者負担第一段階」欄については、国民年金

法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号）に規定する老齢福祉年金受給者（以下「老齢福

祉年金受給者」という。）でかつその者の属する世帯

全員が市町村民税非課税である者または被保護者で

ある者または負担限度額が食費については１日あた

り３００円、居住費（滞在費）については個室の場

合日額８２０円、準個室の場合日額４９０円、従来

（同左） 
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型個室の場合日額４９０円（老健、療養等）、３２０

円（特養等）、多床室の場合日額０円であれば被保護

者にならない者であることによる認定件数を記入す

ること。 

⑦ 「合計」欄には「介護老人福祉施設」、「介護老人

保健施設」、「介護療養型医療施設」、「地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護」及び「その他」の

件数の合計を記入すること。 

⑧ 「認定件数（当該月末現在）」欄には、当該月末現

在の有効認定件数の総数を記入すること。 

（４）「（４）利用者負担減額・免除認定（総数）」には、法

第５０条及び第６０条に基づく、利用者負担の減額・

免除申請件数及び減額・免除認定件数について記入す

ること。 

① 旧措置入所者に係る利用者負担減額・免除認定に

ついては本表に含めず（５）表に記入すること。 

② 本表は、当該月中に受け付けた申請件数及び決定

した認定件数を記入すること。 

③ 「減額認定件数」欄については、保険給付率を１

００分の９０又は１００分の８０を超え１００分の

１００未満の範囲内で定めたものについて記入する

こと。 

④ 「免除認定件数」欄については、保険給付率を１

００分の１００と定めたものについて記入するこ

と。 

⑤ 「認定件数（当該月末現在）」欄には、当該月末現

在の有効認定件数の総数を記入すること。 

（５）「（５）介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額・

免除認定（総数）」には、旧措置入所者に係る食費及び

居住費の特定負担限度額についての減額申請件数及び

減額認定件数、利用者負担の減額・免除申請件数及び

減額・免除認定件数について記入すること。 

① 「特定負担限度額」欄については、前記（３）②、

④及び⑤に準じて記入すること。 

② 「老福受給者等認定件数」欄については、老齢福

祉年金受給者でかつその者の属する世帯全員が市町

村民税非課税である者及びこれに準ずると認められ

る者または被保護者である者または負担限度額が食

費については１日あたり３００円、居住費について

は個室の場合日額８２０円、準個室の場合日額４９

０円、従来型個室の場合日額３２０円、多床室の場

合日額０円であれば被保護者にならない者であるこ

とによる認定件数を記入すること。 

③ 「利用者負担」欄については、（４）に準じて、利

用者負担の減額・免除認定についての申請件数及び

認定件数を記入すること。 

④ 実質的負担軽減者にあっては、ユニット型準個室

又は従来型個室、多床室へ入居した場合であって 

（ア）利用者負担第三段階の場合は、食費については

利用者負担段階第三段階に記入し、居住費につい

てはユニット型準個室・従来型個室・多床室に関

わらず全て老福受給者等へ記入すること。 

（イ）利用者負担第二段階の場合は、食費については

利用者負担第二段階に記入し、居住費についての

負担限度額がユニット型準個室（１日あたり４９

０円）・従来型個室（１日あたり４２０円）・多床

室（１日あたり３７０円）のときは利用者負担第

二段階に記入し、居住費についての負担限度額が

従来型個室（１日あたり３２０円）のときは老福

受給者等に、居住費についての負担額がユニット

型準個室・従来型個室・多床室にかかわらず１日

につき０円の場合は全て老福受給者等に記入する

（同左） 
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こと。 

（６）「（６）食費・居住費に係る負担限度額認定（再掲：

第２号被保険者分）」、「（７）利用者負担減額・免除認

定（再掲：第２号被保険者分）」、「（８）介護老人福祉

施設旧措置入所者に係る減額・免除認定（再掲：第２

号被保険者分）」には、当該月末現在で第２号被保険者

である者に係る減額・免除申請件数及び減額・免除認

定件数について（３）、（４）及び（５）に準じて記入

すること。 

（７）「（９）利用者負担第４段階における食費・居住費の

特例減額措置」には、介護保険法施行規則第８３条の

５第１項第４号（市町村民税課税層における特例減額

措置の適用がある者）に該当する者に係る申請件数及

び認定件数について記入すること。 

① 本表は、当該月中に受け付けた申請件数及び決定

した認定件数を記入すること。 

② 「認定件数（当該月末現在）」欄には、当該月末現

在の有効認定件数の総数を記入すること。 

（８）「（10）要介護（要支援）認定者数 ①総数」は、当

該月末現在の要支援認定者数及び要介護認定者数を男

女別、要支援状態区分及び要介護状態区分別に記入す

ること。記入にあたっては、保険者が国民健康保険団

体連合会（以下「連合会」という。）に提出する受給者

異動連絡票、受給者訂正連絡票により作成された受給

者台帳から算出すること。 

   「（10）要介護（要支援）認定者数 ②総数（再掲：

第１号被保険者の２割負担対象者分）」は、当該月末現

在の要支援認定者数及び要介護認定者数のうち、法第

４９条の２又は第５９条の２が適用される第１号被保

険者の２割負担対象者分について、男女別、要支援状

態区分及び要介護状態区分別に記入すること。記入に

あたっては、保険者が連合会に提出する受給者異動連

絡票、受給者訂正連絡票により作成された受給者台帳

から算出すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から国民健康保険

中央会（以下「中央会」という。）を経由し、厚生労働

大臣へ資料を提出したものについては保険者からの報

告書の記載事項から除くため、保険者から厚生労働大

臣への報告は不要である。 

  ① 「第１号被保険者」については、当該月末現在の

第１号被保険者を、「６５歳以上７０歳未満」、「７０

歳以上７５歳未満」、「７５歳以上８０歳未満」、「８

０歳以上８５歳未満」「８５歳以上９０歳未満」及び

「９０歳以上」に区分してその内訳を該当する欄に

記入すること。また、「計」欄には各要支援状態区分

及び各要介護状態区分ごとの合計を記入し、「合計」

欄にはそれらを合算した数を記入すること。 

② 「第２号被保険者」については、当該月末現在の

第２号被保険者について①に準じて記入すること。 

③ 「総数」については、「第１号被保険者」及び「第

２号被保険者」の合計を記入すること。 

（９）「（11）居宅介護（介護予防）サービス受給者数」及

び「(12)地域密着型（介護予防）サービス受給者数」

には、当該月における居宅介護（介護予防）サービス

及び地域密着型（介護予防）サービスの受給者数を要

支援状態区分及び要介護状態区分別に記入すること。 

① 月報の記載月については、法第４１条第１０項（法

第４２条の２第９項、第４６条第７項、第４８条第

７項、第５３条第７項、第５４条の２第９項及び第

５８条第７項によって準用される場合を含む。）の規

定に基づき連合会に審査及び支払の委託を行った保

険給付（以下「現物給付分」という。）の受給者にあ

（同左） 
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っては、連合会が審査を行った月の翌月の記載月分

に記入することとし、現物給付分以外の保険給付（以

下「償還払い分」という。）の受給者にあっては、保

険者が保険給付の支出を決定した月の翌月の記載月

分に記入することに留意すること。 

② 要支援・要介護状態区分については、現物給付分

の受給者にあっては、連合会が審査を行った月の前

月（サービス提供月）末時点の要介護状態区分によ

り、償還払い分の受給者にあっても、サービス提供

月末時点の要介護状態区分により、それぞれ区分す

ること。 

なお、①、②は、以下（10）、（12）、（13）につい

ても同様とする。 

③ 「第１号被保険者」については、当該月末現在の

第１号被保険者（当該月に転出、死亡等の事由で当

該市町村の被保険者資格を喪失した者を含む。④及

び（10）について同じ。）の受給者数を記入し、「計」

欄にはそれぞれ要支援状態区分及び要介護状態区分

の合計を記入すること。 

④ 「第２号被保険者」については、当該月末現在で

第２号被保険者の受給者数について、①に準じて記

入すること。 

⑤ 「総数」については、「第１号被保険者」及び「第

２号被保険者」の合計を記入すること。 

 

（10）「（13）施設介護サービス受給者数」には、当該月に

おける施設サービス受給者の数を介護保険施設別、要

支援状態区分及び要介護状態区分別に記入すること。 

 

① 「第１号被保険者」については、当該月末現在で

第１号被保険者である施設サービス受給者数を要支

援状態区分及び要介護状態区分別に該当する欄に記

入し、「計」欄には各要支援状態区分及び各要介護状

態区分のごとの合計を記入し、「合計」欄にはそれら

を合算した数を記入すること。 

② 「第２号被保険者」については、当該月末現在の

第２号被保険者について①に準じて記入すること。 

③ 「総数」については、同一月に二施設以上でサー

ビスを受けた場合１人と計上すること。 

（11）なお、当該月に居宅サービス、地域密着型サービス、

施設サービスを複数にわたり受給した場合（例えば、

居宅サービスを受給していた者が当該月の途中で介護

老人福祉施設に入所した場合）は、該当する欄にそれ

ぞれ計上すること。 

（12）「（14）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別

受給者数【現物給付分】 ①総数」及び「（16）地域密

着型（介護予防）サービスのサービス別受給者数【現

物給付分】 ①総数」は当該月における現物給付によ

る居宅介護（介護予防）サービスのサービス別受給者

数及び地域密着型（介護予防）サービスのサービス別

受給者数を要支援状態区分及び要介護状態区分別に記

入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 受給者数は、当該月末現在（当該月に転出、死亡

等の事由で当該市町村の被保険者資格を喪失した者

を含む。）の受給者数を記入し、「計」欄にはそれぞ

れ要支援状態区分及び要介護状態区分の合計を記入

すること。 

 

（同左） 
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（13）「（14）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別 

受給者数【現物給付分】 ②総数（再掲：第１号被保 

険者の２割負担対象者分）」、「（16）地域密着型（介 

護予防）サービスのサービス別受給者数【現物給付分】 

②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）」 

及び「（18）施設介護サービス受給者数（再掲：第１ 

号被保険者の２割負担対象者分）【現物給付分】」は当 

該月における現物給付による居宅介護（介護予防）サ 

ービスのサービス別受給者数、地域密着型（介護予防） 

サービスのサービス別受給者数及び施設介護サービ 

ス受給者数のうち、法第４９条の２又は第５９条の２ 

が適用される第１号被保険者の２割負担対象者分に 

ついて、（12）に準じて要支援状態区分及び要介護状 

態区分別に記入すること。 

なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

（14）「（15）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別

利用回（日）数【現物給付分】 ①総数」及び「（17）

地域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給

付分】 ①総数」については、当該月における現物給

付による居宅介護（介護予防）サービスのサービス別

利用回（日）数及び地域密着型（介護予防）サービス

の利用回数を要支援状態区分及び要介護状態区分別に

記入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 利用回（日）数は、当該月末現在（当該月に転出、

死亡等の事由で当該市町村の被保険者資格を喪失し

た者を含む。）の受給者について、当該月のサービス

利用回（日）数を記入し、「計」欄にはそれぞれ要支

援状態区分及び要介護状態区分の合計を記入するこ

と。 

（15）「（15）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別

利用回（日）数【現物給付分】 ②総数（再掲：第１

号被保険者の２割負担対象者分）」及び「（17）地域密

着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給付分】 

②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）」

については、法第４９条の２又は第５９条の２が適用

される第１号被保険者の２割負担対象者分について、

（14）に準じて当該月における現物給付による居宅介

護（介護予防）サービスのサービス別利用回（日）数

及び地域密着型（介護予防）サービスの利用回数を要

支援状態区分及び要介護状態区分別に記入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者から報告書の記載事項から除くため、保険者から

厚生労働大臣への報告は不要である。 

 

２．保険給付決定状況（様式２から様式２の７） 

（１）月報の記載月については、現物給付分の受給者にあ

っては、連合会が審査を行った月の翌月の記載月分に

記入することとし、償還払い分の受給者にあっては、

保険者が保険給付の支出を決定した月の翌月の記載月

分に記入すること。 

   ただし、様式２から様式２の６の現物給付分の報告

は、連合会から中央会を経由し、厚生労働大臣へ資料

を提出したものについては保険者からの報告書の記載

事項から除くため、保険者から厚生労働大臣への報告

（同左） 
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は不要とし、償還払い分の報告のみ行うこと。 

（２）要支援・要介護状態区分については、現物給付分の

受給者にあっては、連合会が審査を行った月の前月（サ

ービス提供月）末時点の要介護状態区分により、償還

払い分の受給者にあっても、サービス提供月末時点の

要介護状態区分により、それぞれ区分すること。 

（３）「（１）介護給付・予防給付」については次のとおり

とすること。 

① 「① 総数」には、当該月末現在で被保険者であ

る者（当該月に転出、死亡等の事由で当該市町村の

被保険者資格を喪失した者を含む。②、③及び④に

ついて同じ。）に係る介護給付・予防給付の決定件数、

決定単位数、費用額及び給付費を記入すること。な

お、ここで報告する介護給付・予防給付は、法第４

３条第３項、第４４条第６項、第４５条第６項、及

び第５５条第３項、第５６条第６項、第５７条第６

項で規定する「超える額」を除くものとする。 

ア サービス種類別に、「ア 件数」には当該月分の

請求として審査決定した介護報酬明細書の件数、

「イ 単位数」には上記の介護報酬明細書に記載

の単位数、「ウ 費用額」には「イ 単位数」をも

とに算出された介護費用の額（利用者負担を含む。

なお、福祉用具購入費・住宅改修費については、

支給限度基準額を超える分は含まない。）、「エ 給

付費」には保険給付として支給した額（特定入所

者介護（介護予防）サービス費、高額介護（介護

予防）サービス費、高額医療合算介護(介護予防)

サービス費及び市町村特別給付分を含まない。）を

それぞれ記入すること。 

イ 居宅サービスについて、訪問サービスについて

は、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リ

ハビリテーション、居宅療養管理指導、通所サー

ビスについては、通所介護、通所リハビリテーシ

ョン、短期入所サービスについては、短期入所生

活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）

及び短期入所療養介護（介護療養型医療施設）の

サービス区分別に、福祉用具・住宅改修サービス

については、福祉用具貸与、福祉用具購入費、住

宅改修費のサービス区分別に区分するとともに、

特定施設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介

護支援に区分し、要支援状態区分及び要介護状態

区分別に記入すること。「計」欄には、要支援状態

区分及び要介護状態区分の合計を記入し、「合計」

欄にはそれらを合算した数字を記入すること。 

ウ 地域密着型サービスについては、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認

知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、

認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、複合型サービス（看護小規模多機

能型居宅介護）に区分し、該当欄に要支援状態区

分及び要介護状態区分別に記入すること。なお、

「計」及び「合計」欄には、イに準じて記入する

こと。 

エ 施設サービスについては、「介護老人福祉施設」、

「介護老人保健施設」及び「介護療養型医療施設」

に区分し、該当欄に要支援状態区分及び要介護状

態区分別に記入すること。なお、「計」及び「合計」

欄には、イに準じて記入すること。 

オ 「総計」については、「訪問サービス」、「通所サ

ービス」、「短期入所サービス」、「福祉用具・住宅

改修サービス」、「特定施設入居者生活介護」「介護

（同左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地域密着型サービスについては、定期巡回・随
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当欄に要支援状態区分及び要介護状態区分別に記

入すること。なお、「計」及び「合計」欄には、イ

に準じて記入すること。 
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予防支援・居宅介護支援」、「地域密着型（介護予

防）サービス」、及び「施設介護サービス」の合計

を記入すること。 

② 「② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対

象者分）」には、当該月末現在で被保険者である者（当

該月に転出、死亡等の事由で当該市町村の被保険者

資格を喪失した者を含む。）のうち、法第４９条の２

又は第５９条の２が適用される第１号被保険者の２

割負担対象者分に係る介護給付・予防給付の決定件

数、決定単位数、費用額及び給付費を①に準じて記

入すること。なお、ここで報告する介護給付・予防

給付は、法第４３条第３項、第４４条第６項、第４

５条第６項、及び第５５条第３項、第５６条第６項、

第５７条第６項で規定する「超える額」を除くもの

とする。 

③ 「③ 第２号被保険者分（再掲）」には、当該月末

現在で第２号被保険者である者に係る介護給付・予

防給付の決定件数、決定単位数、費用額及び給付費

を①に準じて記入すること。 

④ 「④ 総数（再掲：介護給付・予防給付の特例分）」

には、法第５０条第１項及び第２項並びに法第６０

条第１項及び第２項に規定する特別事情による特例

給付について、当該月末現在で被保険者である者に

係る当該特例給付の決定件数、決定単位数、費用額

及び給付費（１００分の９０又は１００分の８０を

超えて支給した額）を①に準じて記入すること。 

⑤ 「⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付・予防

給付の特例分）」には、法第５０条第１項及び法第６

０条第１項に規定する特別事情による特例給付につ

いて、当該月末現在で第２号被保険者である者に係

る当該特例給付の決定件数、決定単位数、費用額及

び給付費を①に準じて記入すること。 

（４） 「（２）特定入所者介護（介護予防）サービス費（別

掲）」については次のとおりとすること。 

① 「①総数」には、当該月末現在で被保険者である

者（当該月に転出、死亡等の事由で当該市町村の被

保険者資格を喪失した者を含む。②について同じ。）

に係る特定入所者介護（介護予防）サービス費につ

いて、サービス種類別に「ア 件数」には当該月分

の請求として審査決定した介護報酬明細書の件数、

「イ 給付費」には、保険給付として給付した額を

それぞれ記入すること。 

② 「② 第２号被保険者分（再掲）」には、当該月末

現在で第２号被保険者である者に係る特定入所者介

護（介護予防）サービス費について、①に準じて記

入すること。 

（５）「（３）高額介護（介護予防）サービス費」について

は、法第５１条の規定による高額介護サービス費及び

法第６１条の規定による高額介護予防サービス費につ

いて、件数及び給付費を記入すること。 

ア 世帯合算による高額介護（介護予防）サービス費

を給付した場合は、合算の対象となった各世帯員の

給付費を算定し、「ア 利用者負担第五段階」「イ 利

用者負担第四段階」「ウ 利用者負担第三段階」「エ 

利用者負担第二段階」「オ 利用者負担第一段階」「カ 

合計」のうち該当する区分の「世帯合算」欄に世帯

員ごとの件数及び世帯員全員の給付費をそれぞれ計

上すること。 

イ 世帯合算によらず単独被保険者に対し高額介護

（介護予防）サービス費を支給した場合は、「ア 利

用者負担第五段階」「イ 利用者負担第四段階」「ウ 

利用者負担第三段階」「エ 利用者負担第二段階」「オ 

（同左） 
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利用者負担第一段階」「カ 合計」のうち該当する区

分の「その他」欄に件数、給付費の累計をそれぞれ

記入すること。なお、「カ 合計」の「その他」欄に

ついては、それぞれアからオの合計を計上すること。 

ウ 令第２２条の２の２第１０項及び第１１項並びに

第２９条の２の２第１０項及び第１１項の規定によ

り特定公費負担給付から高額介護（介護予防）サー

ビス費への振替支給（以下「公費振替分」という。）

があった場合は、「イ 利用者負担第四段階」の「そ

の他」欄に件数、給付費を記入すること。なお、被

保護者に係る分については、「オ 利用者負担第一段

階」の「その他」欄に件数、給付費を記入すること。

また、公費振替分は償還払い分として扱うことに留

意すること。 

エ 「計」欄には、「世帯合算」と「その他」の合計を

記入すること。 

オ なお、「利用者負担第一段階」とは、利用者負担第

一段階でかつその者の属する世帯全員が市町村民税

非課税である者または被保護者または利用者負担上

限額が１５，０００円であれば被保護者にならない

者、「利用者負担第二段階」とは、その者の属する世

帯全員が市町村民税非課税であってその合計所得金

額と課税年金収入額が年間80万円以下である者、「利

用者負担第三段階」とは、その者の属する世帯全員

が市町村民税非課税であって利用者負担第２段階該

当者以外の者または利用者負担上限額が２４，６０

０円であれば被保護者にならない者、「利用者負担第

五段階」とは、その者の属する世帯内に課税所得 145

万円以上の第１号被保険者がおり、かつ、世帯内の

第１号被保険者の収入の合計額が 520 万円（世帯内

の第１号被保険者が本人のみの場合は 383 万円）以

上である者、「利用者負担第四段階」とは「利用者負

担第一段階」、「利用者負担第二段階」、「利用者負担

第三段階」、「利用者負担第五段階」のいずれにも該

当しない者とする。 

なお、世帯合算の場合で、 

① 「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利用

者負担第三段階」に該当する世帯員がいる場合には、

「利用者負担第三段階」に 

② 「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利用

者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合には、

「利用者負担第二段階」に 

③ 「利用者負担第三段階」に該当する世帯員と「利用

者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合には、

「利用者負担第三段階」に 

それぞれ記入すること。 

（６）「（４）高額医療合算介護（介護予防）サービス費」

には、法第５１条の２に規定する高額医療合算介護サ

ービス費及び法第６１条の２に規定する高額医療合算

介護予防サービス費について、件数及び給付費を記入

すること。 
① 件数及び給付費は、医療保険における所得区分ご

とに「ア 現役並み所得者（上位所得者）」、「イ 一

般」、「ウ 低所得者Ⅱ」、「エ 低所得者Ⅰ」欄にそ

れぞれ記入すること。「合計」欄には、件数及び給付

費のア～エの所得区分別の合計をそれぞれ記入する

こと。 
② ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条の

３第６項第１号ロ及びハ並びに同項第２号ロ及びハ

に該当する者がいる世帯への支給があった場合は、

所得区分の「ア 現役並み所得者（上位所得者）」欄

に記入すること。 

（同左） 
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  ③ ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条の

３第６項第１号イ及びニ並びに同項第２号イ及びニ

に該当する者がいる世帯への支給があった場合は、

所得区分の「イ 一般」欄に記入すること。 
④ ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条の 
３第６項第１号ホ及び同項第２号ホに該当する者が 
いる世帯への支給があった場合は、所得区分の「ウ 

低所得者Ⅱ」欄に記入すること。 
３．その他 

（１）各様式の「（平成  年  月分）」欄には、当該年

月を記入すること。 

（２）各様式の「保険者番号」欄、「保険者名」欄には、当   

該市町村の保険者番号（都道府県番号及び市町村番号

の５桁を記入するものとし、末尾のチェックデジット

は記入を要しない。）、保険者名をそれぞれ記入するこ

と。 

（３）保険者の合併等の取扱は、次のとおりとすること。 

① 合併等が行われた当該記載月の報告から、合併後

存続（新設）の保険者が記入すること。 

② 合併月の様式１の「前月末現在」欄は、廃止保険

者を含めた第１号被保険者数を記入すること。 

③ 合併月及びその翌月の記載月の様式１の５（11）

から（13）に係るサービス受給者数、及び様式２か

ら２の７に係る件数、単位数（日数）、費用額、給付

費は合併前のものであるが、合併後存続（新設）の

保険者が廃止保険者の分を含めて記入すること。 
 

（同左） 
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介護保険事業状況報告（年報）記載要領 
【新旧対照表】 

旧 新 
介護保険事業状況報告（年報）記載要領 

 

１．一般状況（様式１から様式１の７） 
（１）「（１）第１号被保険者のいる世帯数」には、当該市

町村において第１号被保険者のいる世帯数を記入する

こと。 
「前年度末現在」欄には報告の対象となる年度（以

下「当該年度」という。）の前年度末現在の世帯数を、

「当年度末現在」欄には当該年度末現在の世帯数を、

また、「当年度中増」欄については、当該年度において

被保険者資格の取得により増加した世帯数を、「当年度

中減」欄については、被保険者資格の喪失により減少

した世帯数をそれぞれ記入すること。 
      外国人については、住民基本台帳法の一部を改正す

る法律（平成２１年法律第７７号。以下「改正住基法」

という。）の施行前（平成２４年 7 月８日）までは、外

国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）に基づく登

録を行っており、出入国管理及び難民認定法（昭和２

６年政令第３１９号）により決定された入国当初の在

留期間が１年以上であるか、１年未満であっても入国

目的や入国後の生活実態等から１年以上滞在すると認

められることにより当該市町村の被保険者資格を取得

している第１号被保険者（以下「外国人被保険者」と

いう。）のいる世帯数を記入すること。 
また、改正住基法等の施行後については、改正住基

法第３０条の４５に規定する外国人の在留期間が適法

に３カ月を超えるか、３カ月以下であっても入国目的

や入国後の生活実態等から３カ月を超えて滞在すると

認められることにより当該市町村の被保険者資格を取

得している第１号被保険者（以下「外国人被保険者」

という。）のいる世帯数を記入すること。 
（２）「（２）第１号被保険者数」には、当該市町村の第１

号被保険者数を年齢階級等に区分して記入すること。 
① 「６５歳以上７５歳未満」には、「前年度末現在」

欄に当該年度の前年度末現在で６５歳以上７５歳未

満の第１号被保険者数を、「当年度末現在」欄に当該

年度末現在で６５歳以上７５歳未満の第１号被保険

者数をそれぞれ記入すること。 
② 「７５歳以上」には、「前年度末現在」欄に当該年

度の前年度末現在で７５歳以上の第１号被保険者数

を、「当年度末現在」欄に当該年度末現在で７５歳以

上の第１号被保険者数をそれぞれ記入すること。 
③ 「（再掲）外国人被保険者」には、外国人被保険者

の数を、「前年度末現在」及び「当年度末現在」欄に

それぞれ再掲すること。 
④ 「（再掲）住所地特例被保険者」には、介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第

１３条の規定により他の市町村の介護保険施設等に

入所するために住所を変更した第１号被保険者数

を、「前年度末現在」及び「当年度末現在」欄にそれ

ぞれ再掲すること。 
⑤「計」には、「前年度末現在」欄、「当年度末現在」

欄それぞれに「６５歳以上７５歳未満」及び「７５

歳以上」の合計を記入すること。また、「当年度中増」

欄については、当該年度において被保険者資格の取

得により増加した第１号被保険者数を、「当年度中

減」欄については、被保険者資格の喪失により減少

した第１号被保険者数をそれぞれ記入すること。な

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙４） 

 2

お、「当年度中増」欄については、６５歳到達により

当該年度中に第２号被保険者から第１号被保険者と

なった者を含めて計上すること。 
（３）「（３）第１号被保険者増減内訳」には、「（２）第１

号被保険者数」における「当年度中増」及び「当年度

中減」について、その増減事由別の内訳を記入するこ

と。 
① 「転入」欄については、当該市町村に住所を有す

ることにより被保険者資格を取得した第１号被保険

者数を、「転出」欄については、当該市町村に住所を

有しなくなったことにより当該市町村の被保険者資

格を喪失した第１号被保険者数を記入すること。 
② 「職権復活」欄、「職権喪失」欄については、当該

市町村の職権により被保険者資格を取得または喪失

した第１号被保険者数を記入すること。 
③ 「６５歳到達」欄については、当該市町村に住所

を有する法第７条第８項に規定する医療保険加入者

でない者が６５歳に到達したことより被保険者資格

を取得した数と当該市町村に住所を有する第２号被

保険者が６５歳到達により第１号被保険者となった

数の合計を記入すること。 
④ 「死亡」欄については、死亡を事由として被保険

者資格を喪失した第１号被保険者数を記入するこ

と。 
⑤ 「適用除外非該当」欄については、介護保険法施

行法（平成９年法律第１２４号。以下「施行法」と

いう。）第１１条第１項の規定により適用除外となる

指定障害者支援施設等（以下「適用除外施設」とい

う。）から退所又は退院することにより、当該市町村

の被保険者資格を取得した第１号被保険者数を記入

すること。 
⑥ 「適用除外該当」欄については、適用除外施設へ

入所又は入院することにより、当該市町村の被保険

者資格を喪失した第１号被保険者数を記入するこ

と。 
⑦ 「その他」欄については、①から⑥以外の事由で

被保険者資格を取得または喪失した第１号被保険者

数を記入すること。主なものとしては、住所地特例

の対象となる被保険者が住所地特例の対象とならな

い被保険者になった場合や外国人が被保険者資格を

取得又は喪失した場合等が該当する。 
⑧ 「計」欄については、「当年度中増」、「当年度中減」

それぞれに各事由の合計を記入すること。 
（４）「（４）所得段階別第１号被保険者数（当年度末現在）」

には、当該年度末現在において、介護保険法施行令（平

成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３８

条第１項各号に掲げる第１号被保険者の区分別に、該

当する第１号被保険者数（前年度以前の保険料として

当該年度に賦課した第１号被保険者数を含む。）を「年

度末現在被保険者数」欄に記入すること。 
① 同条第１項の標準割合を別に定めている場合にあ

っては、当該割合を、四捨五入で小数点以下第２位

までの値に１００を乗じ、整数値にして「保険者の

定める割合」欄に記入すること。 
② 同条第２項の保険料基準額を１２月で除した額を

「標準月額保険料」欄に記入すること。 
（５）「（５）食費・居住費にかかる負担限度額認定（総数）」

には、食費・居住費に係る負担限度の減額申請件数及

び減額認定件数について記入すること。 
① 施行法第１３条の規定により平成１２年４月１日

の時点で既に介護老人福祉施設に入所していた者

（以下「旧措置入所者」という。）に係る負担減額認

（同左） 
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定及び市町村民税課税層における特例減額措置の適

用がある者については本欄に含めず、（７）表及び（１

１）表に記入すること。 
② 本表は、当該年度中に受け付けた申請件数及び決

定した食費及び居住費についてそれぞれの認定件数

を記入すること。 
③ 「申請件数」欄については、申請時に介護保険施

設に入所している場合はその施設の欄に、介護保険

施設に入所していない場合は「その他」の欄に記入

すること。認定件数欄についても、申請時点の区分

別で記入すること。 
④ 「利用者負担第三段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税であって「利用

者負担第二段階」以外の者または負担限度額が食費

については１日あたり６５０円、居住費（滞在費）

については個室の場合日額１，３１０円、準個室の

場合日額１，３１０円、従来型個室の場合日額１，

３１０円（老健、療養等）、８２０円（特養等）、多

床室の場合日額３２０円であれば生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）の規定による被保護者（以

下「被保護者」という。）にならない者であることに

よる認定件数を記入すること。 
⑤ 「利用者負担第二段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税でかつ課税年金

収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の者ま

たは負担限度額が食費については１日あたり３９０

円、居住費（滞在費）については個室の場合日額８

２０円、準個室の場合日額４９０円、従来型個室の

場合日額４９０円（老健、療養等）、４２０円（特養

等）、多床室の場合日額３２０円であれば被保護者に

ならない者であることによる認定件数を記入するこ

と。 
⑥ 「利用者負担第一段階」欄については、国民年金

法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号）に規定する老齢福祉年金受給者（以下「老齢福

祉年金受給者」という。）でかつその者の属する世帯

全員が市町村民税非課税である者または被保護者で

ある者または負担限度額が食費については１日あた

り３００円、居住費（滞在費）については個室の場

合日額８２０円、準個室の場合日額４９０円、従来

型個室の場合日額４９０円（老健、療養等）、３２０

円（特養等）、多床室の場合日額０円であれば被保護

者にならない者であることによる認定件数を記入す

ること。 
⑦ 「合計」欄には「介護老人福祉施設」、「介護老人

保健施設」、「介護療養型医療施設」、「地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護」及び「その他」の

件数の合計を記入すること。 
⑧ 「認定件数（当該年度末）」欄には、当該年度末現

在の有効認定件数の総数を記入すること。 
（６）「（６）利用者負担減額・免除認定(総数)」には、法第

５０条及び法第６０条に基づく、利用者負担の減額・免

除申請件数及び減額・免除認定件数について記入するこ

と。 
① 本表は、当該年度中に受け付けた申請件数、実際

に当該年度中に決定した認定件数を記入すること。 
② 旧措置入所者に係る利用者負担減額・免除認定に

ついては本表に含めず（７）表に記入すること。 
③ 「減額認定件数」欄については、保険給付割合を

１００分の９０を超え１００分の１００未満の範囲

内で定めたものについて記入すること。 
 

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 「利用者負担第三段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税であって「利用

者負担第二段階」以外の者または負担限度額が食費

については１日あたり６５０円、居住費（滞在費）

については個室の場合日額１，３１０円、準個室の

場合日額１，３１０円、従来型個室の場合日額１，

３１０円（老健、療養等）、８２０円（特養等）、多

床室の場合日額３７０円であれば生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）の規定による被保護者（以

下「被保護者」という。）にならない者であることに

よる認定件数を記入すること。 
⑤ 「利用者負担第二段階」欄については、その者の

属する世帯全員が市町村民税非課税でかつ課税年金

収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の者ま

たは負担限度額が食費については１日あたり３９０

円、居住費（滞在費）については個室の場合日額８

２０円、準個室の場合日額４９０円、従来型個室の

場合日額４９０円（老健、療養等）、４２０円（特養

等）、多床室の場合日額３７０円であれば被保護者に

ならない者であることによる認定件数を記入するこ

と。 
（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 「減額認定件数」欄については、保険給付割合を

１００分の９０又は１００分の８０を超え１００分

の１００未満の範囲内で定めたものについて記入す

ること。 
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④ 「免除認定件数」欄については、保険給付割合を

１００分の１００と定めたものについて記入するこ

と。 
⑤ 「認定件数(当年度末現在)」欄には、当該年度末現

在の有効認定件数の総数を記入すること。 
（７）「（７）介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額・

免除認定（総数）」には、旧措置入所者に係る食費及び

居住費の特定負担限度額についての減額申請件数及び

減額認定件数、利用者負担の減額・免除申請件数及び

減額・免除認定件数について記入すること。 
① 「特定負担限度額」欄については、前記（５）②、

④及び⑤に準じて記入すること。 
② 「老福受給者等認定件数」欄については、老齢福

祉年金受給者でかつその者の属する世帯全員が市町

村民税非課税である者及びこれに準ずると認められ

る者または被保護者である者または負担限度額が食

費については１日あたり３００円、居住費（滞在費）

については個室の場合日額８２０円、準個室の場合

日額４９０円、従来型個室の場合日額４９０円（老

健、療養等）、３２０円（特養等）、多床室の場合日

額０円であれば被保護者にならない者であることに

よる認定件数を記入すること。 
③ 「利用者負担」欄については、（６）に準じて、利

用者負担の減額・免除認定についての申請件数及び

認定件数を記入すること。 
④ 実質的負担軽減者にあっては、ユニット型準個室

又は従来型個室、多床室へ入居した場合であって 
（ア）利用者負担第三段階の場合は、食費については

利用者負担段階第三段階に記入し、居住費につい

てはユニット型準個室・従来型個室・多床室に関

わらず全て老福受給者等へ記入すること。 
（イ）利用者負担第二段階の場合は、食費については

利用者負担第二段階に記入し、居住費についての

負担限度額がユニット型準個室（１日あたり４９

０円）・従来型個室（１日あたり４２０円）・多床

室（１日あたり３２０円）のときは利用者負担第

二段階に記入し、居住費についての負担限度額が

従来型個室（１日あたり３２０円）のときは老福

受給者等に、居住費についての負担額がユニット

型準個室・従来型個室・多床室にかかわらず１日

につき０円の場合は全て老福受給者等に記入する

こと。 
（８）「（８）食費・居住費に係る負担限度額認定（再掲：

第２号被保険者分）」、「（９）利用者負担減額・免除認

定（再掲：第２号被保険者分）」、「（１０）介護老人福

祉施設旧措置入所者に係る減額・免除認定（再掲：第

２号被保険者分）」には、当該年度末現在で第２号被保

険者である者に係る減額・免除申請件数及び減額・免

除認定件数について（５）、（６）及び（７）に準じて

記入すること。 
（９）「（１１）利用者負担第４段階における食費・居住費

の特例減額措置」には、介護保険法施行規則第８３条

の５第４号（市町村民税課税層における特例減額措置

の適用がある者）に該当する者に係る申請件数及び認

定件数について記入すること。 
  ① 本表は、当該年度中に受け付けた申請件数及び決定

した認定件数を記入すること。 
  ② 「認定件数（当年度末現在）」欄には、当該年度末

現在の有効認定件数の総数を記入すること 
（１０）「（１２）要介護（要支援）認定者数」は、当該年

度末現在の要支援認定者数及び要介護認定者数を男女

別、要支援状態区分及び要介護状態区分別に記入する

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）利用者負担第二段階の場合は、食費については

利用者負担第二段階に記入し、居住費についての

負担限度額がユニット型準個室（１日あたり４９

０円）・従来型個室（１日あたり４２０円）・多床

室（１日あたり３２０円）のときは利用者負担第

二段階に記入し、居住費についての負担限度額が

従来型個室（１日あたり３７０円）のときは老福

受給者等に、居住費についての負担額がユニット

型準個室・従来型個室・多床室にかかわらず１日

につき０円の場合は全て老福受給者等に記入す

ること。 
（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１０）「（１２）要介護（要支援）認定者数 ①総数」は、

当該年度末現在の要支援認定者数及び要介護認定者数

を男女別、要支援状態区分及び要介護状態区分別に記



（別紙４） 

 5

こと。記入にあたっては、保険者が国民健康保険団体

連合会（以下「連合会」という。）に提出する受給者異

動連絡票、受給者訂正連絡票により作成された受給者

台帳から算出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、当該部分の報告は、連合会から国民健康保険

中央会（以下「中央会」という。）を経由し、厚生労働

大臣へ資料を提出したものについては保険者からの報

告書の記載事項から除くため、保険者から厚生労働大

臣への報告は不要である。 

  ① 「第１号被保険者」については、当該年度末現在

で第１号被保険者である要介護認定者数及び要支援

認定者数を記入し、「６５歳以上７０歳未満」、「７０

歳以上７５歳未満」、「７５歳以上８０歳未満」、「８

０歳以上８５歳未満」「８５歳以上９０歳未満」及び

「９０歳以上」に区分してその内訳を該当する欄に

記入すること。また、「計」欄には、要支援・要介護

状態区分別の合計を記入すること。 

② 「第２号被保険者」については、当該年度末現在

で第２号被保険者である要介護認定者数及び要支援

認定者数を記入し、「計」欄には各要支援状態区分及

び要介護状態区分の合計をそれぞれ記入すること。 
③ 「総数」については、「第１号被保険者」及び「第

２号被保険者」の合計を記入すること。 
（１１）「（１３）居宅介護（介護予防）サービス受給者数」

及び「（１４）地域密着型（介護予防）サービス受給者

数」には、当該年度における居宅介護（介護予防）サ

ービス及び地域密着型（介護予防）サービスの受給者

数の延べ人数を要支援状態区分及び要介護状態区分別

に記入すること。 
① 月報の記載月については、法第４１条第１０項（法

第４２条の２第９項、第４６条第７項、第４８条第

７項、第５３条第７項、第５４条の２第９項及び第

５８条第７項によって準用される場合を含む。）の規

定に基づき連合会に審査及び支払の委託を行った保

険給付（以下「現物給付分」という。）の受給者にあ

っては、連合会が審査を行った月の翌月の記載月分

に記入することとし、現物給付分以外の保険給付（以

下「償還払い分」という。）の受給者にあっては、保

険者が保険給付の支出を決定した月の翌月の記載月

分に記入することとしていることに留意すること。

なお、出納整理期間内の保険給付支払に関する受給

者数は、月報での報告は不要としているが、年報は

累計であるため含めて報告すること。② 要支援・

要介護状態区分については、現物給付分の受給者に

あっては、連合会が審査を行った月の前月（サービ

ス提供月）末時点の要支援・要介護状態区分により、

償還払い分の受給者にあっても、サービス提供月末

時点の要支援・要介護状態区分により、それぞれ区

分すること。 
③ 「第１号被保険者」については、当該年度末現在

における第１号被保険者である居宅介護（介護予防）

サービス及び地域密着型（介護予防）サービス受給

者の当該年度各月ごとの受給者数の累計人数を要介

入すること。記入にあたっては、保険者が国民健康保

険団体連合会（以下「連合会」という。）に提出する受

給者異動連絡票、受給者訂正連絡票により作成された

受給者台帳から算出すること。 

   「（１２）要介護（要支援）認定者数 ②総数（再掲：

第１号被保険者の２割負担対象者分）」は、当該年度末

現在の要支援認定者数及び要介護認定者数のうち、法

第４９条の２又は第５９条の２が適用される第１号被

保険者の２割負担対象者分について、男女別、要支援

状態区分及び要介護状態区分別に記入すること。記入

にあたっては、保険者が連合会に提出する受給者異動

連絡票、受給者訂正連絡票により作成された受給者台

帳から算出すること。 

（同左） 
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護状態区分別に該当する欄に記入し、「計」欄には、

要支援・要介護状態区分別の合計を記入すること。 
④ 「第２号被保険者」については、当該年度末現在

における第２号被保険者である居宅介護（介護予防）

サービス及び地域密着型（介護予防）サービス受給

者の当該年度各月ごとの受給者数の累計人数を要支

援状態区分及び要介護状態区分別に該当する欄に記

入し、「計」欄には各要支援状態区分及び要介護状態

区分の合計をそれぞれ記入すること。 
⑤ 「総数」については、「第１号被保険者」及び「第

２号被保険者」の合計を記入すること。 
（１２）「（１５）施設介護サービス受給者数」には、当該

年度における施設介護サービス受給者の延べ人数を介

護保険施設別、要支援状態区分及び要介護状態区分別

に（１１）①から④に準じて記入すること。 
「総数」については、当該年度各月ごとの総数の累

計人数を記入すること。 
（１３）同一月に居宅介護（介護予防）サービス、地域密

着型（介護予防）サービス及び施設介護サービスのう

ち複数のサービスを受給した場合（例えば、居宅介護

（介護予防）サービスを受給していた者が当該月の途

中で介護老人福祉施設に入所した場合など）は、「（１

３）居宅介護サービス受給者数」、「（１４）地域密着型

サービス受給者数」及び「「（１５）施設介護サービス

受給者数」のそれぞれについて該当する欄に月報では

計上しているが、年報はその累計を計上すること。 
（１４）「（１６）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別受給者数【現物給付分】」及び「（１８）地域密着

型（介護予防）サービスのサービス別受給者数【現物

給付分】」は当該年度における現物給付による居宅介護

（介護予防）サービスのサービス別受給者数及び地域

密着型（介護予防）サービスのサービス別受給者数の

延べ人数を要支援状態区分及び要介護状態区分別に

（１１）①、②に準じて記入すること。 

 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 受給者数は、当該年度各月ごとの受給者数の累計

人数を記入し、「計」欄にはそれぞれ要支援状態区分

及び要介護状態区分の合計を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１５）「（１７）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別利用回（日）数【現物給付分】」及び「（１９）地

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４）「（１６）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別受給者数【現物給付分】 ①総数」及び「（１８）

地域密着型（介護予防）サービスのサービス別受給者

数【現物給付分】 ①総数」は当該年度における現物

給付による居宅介護（介護予防）サービスのサービス

別受給者数及び地域密着型（介護予防）サービスのサ

ービス別受給者数の延べ人数を要支援状態区分及び要

介護状態区分別に（１１）①、②に準じて記入するこ

と。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 受給者数は、当該年度各月ごとの受給者数の累計

人数を記入し、「計」欄にはそれぞれ要支援状態区分

及び要介護状態区分の合計を記入すること。 

（１５）「（１６）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別受給者数【現物給付分】 ②総数（再掲：第１号

被保険者の２割負担者分）」、「（１８）地域密着型（介

護予防）サービスのサービス別受給者数【現物給付分】      

②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）」

及び「（２０）施設介護サービス受給者数（（１５）の

再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）【現物給付

分】」は当該年度における現物給付による居宅介護（介

護予防）サービスのサービス別受給者数、地域密着型

（介護予防）サービスのサービス別受給者数及び施設

介護サービス受給者数のうち、法第４９条の２又は第

５９条の２が適用される第１号被保険者の２割負担対

象者分の延べ人数について、（１４）に準じて要支援状

態区分及び要介護状態区分別に記入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

（１６）「（１７）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別利用回（日）数【現物給付分】 ①総数」及び「（１
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域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給付

分】」については、当該年度における現物給付による居

宅介護（介護予防）サービスのサービス別利用回（日）

数及び地域密着型（介護予防）サービスの利用回数を

要支援状態区分及び要介護状態区分別に（１１）①、

②に準じて記入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 利用回（日）数は、当該年度各月ごとのサービス

利用回（日）数の累計回（日）数を記入し、「計」欄

にはそれぞれ要支援状態区分及び要介護状態区分の

合計を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
２．保険給付決定状況（様式２から様式２の８） 
（１）月報の記載月及び要支援状態区分及び要介護状態区

分について、１．一般状況の（１１）①及び②をふま

えて記入すること。 
（２）「（１）介護給付・予防給付」については次のとおり

とすること。 
① 「① 総数」には、当該年度における被保険者で

ある者（当該年度中に転出、死亡等の事由で当該市

町村の被保険者資格を喪失した者を含む。「③総数

（再掲：介護給付・予防給付の特例分）」について同

じ。）に係る介護給付・予防給付の件数、単位数、費

用額及び給付費の累計を記入すること。なお、ここ

で報告する介護給付・予防給付は、法第４３条第３

項、第４４条第６項、第４５条第６項、及び第５５

条第３項、第５６条第６項、第５７条第６項で規定

する「超える額」を除くものとする。 
ア 居宅（介護予防）サービスについて、訪問サービ

スについては、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、

訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所

サービスについては、通所介護、通所リハビリテー

ション、短期入所サービスについては、短期入所生

活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）及

び短期入所療養介護（介護療養型医療施設）のサー

ビス区分別に、福祉用具・住宅改修サービスについ

ては、福祉用具貸与、福祉用具購入費、住宅改修費

のサービス区分別に区分するとともに、特定施設入

居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援に区分

し、要支援状態区分及び要介護状態区分別に記入す

ること。「計」欄には、要支援・要介護状態区分別

の合計を記入し、「合計」欄にはそれらを合算した

数字を記入すること。 

９）地域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現

物給付分】 ①総数」については、当該年度における

現物給付による居宅介護（介護予防）サービスのサー

ビス別利用回（日）数及び地域密着型（介護予防）サ

ービスの利用回数を要支援状態区分及び要介護状態区

分別に（１１）①、②に準じて記入すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者からの報告書の記載事項から除くため、保険者か

ら厚生労働大臣への報告は不要である。 

  ○ 利用回（日）数は、当該年度各月ごとのサービス

利用回（日）数の累計回（日）数を記入し、「計」欄

にはそれぞれ要支援状態区分及び要介護状態区分の

合計を記入すること。 

（１７）「（１７）居宅介護（介護予防）サービスのサービ

ス別利用回（日）数【現物給付分】 ②総数（再掲：

第１号被保険者の２割負担対象者分）」及び「（１９）

地域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給

付分】 ②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対

象者分）」については、法第４９条の２又は第５９条の

２が適用される第１号被保険者の２割負担対象者分に

ついて、（１６）に準じて当該年度における現物給付に

よる居宅介護（介護予防）サービスのサービス別利用

回（日）数及び地域密着型（介護予防）サービスの利

用回数を要支援状態区分及び要介護状態区分別に記入

すること。 

   なお、当該部分の報告は、連合会から中央会を経由

し、厚生労働大臣へ資料を提出したものについては保

険者から報告書の記載事項から除くため、保険者から

厚生労働大臣への報告は不要である。 

 
（同左） 
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イ 地域密着型（介護予防）サービスについては、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅

介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護、複合型サービスに区分し、該当欄

に要支援状態区分及び要介護状態区分別に記入す

ること。なお、「計」及び「合計」欄には、アに準

じて記入すること。 

ウ 施設サービスについては、「介護老人福祉施設」、

「介護老人保健施設」及び「介護療養型医療施設」

に区分し、該当欄に要支援状態区分及び要介護状態

区分別に記入すること。なお、「計」及び「合計」

欄には、アに準じて記入すること。 

エ 「総計」については、「訪問サービス」、「通所サ

ービス」、「短期入所サービス」、「福祉用具・住宅改

修サービス」、「特定施設入居者生活介護」「介護予

防支援・居宅介護支援」、「地域密着型（介護予防）

サービス」、及び「施設介護サービス」の合計を記

入すること。 

オ 現物給付分については、居宅介護（介護予防）サ

ービス、地域密着型（介護予防）サービス及び施設

介護サービスの種類別に、「ア 件数」には当該年

度各月における審査決定に基づいて介護給付費等

請求額通知書に記載された件数、「イ 単位数」に

は同請求額通知書に記載の単位数、「ウ 費用額」

には「イ 単位数」をもとに算出された介護費用の

額（利用者負担を含む。）、「エ 給付費」には保険

給付として支給した額（特定入所者介護（介護予防）

サービス費、高額介護（介護予防）サービス費及び

市町村特別給付分を含まない。）をそれぞれ累計で

記入する。 
償還払い分については、当該年度各月における

保険者の支給決定に基づく件数、単位数、費用額

及び給付費をそれぞれ累計で記入すること。「合

計」については、「訪問サービス」、「通所サービス」、

「短期入所サービス」、「福祉用具・住宅改修サー

ビス」、「特定施設入居者生活介護」、「介護予防支

援・居宅介護支援」、「地域密着型（介護予防）サ

ービス」及び「施設介護サービス」の合計を記入

すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② 「② 第２号被保険者分（再掲）」には、当該年度

における第２号被保険者である者（当該年度中に転

出、死亡等の事由で当該市町村の第２号被保険者の

被保険者資格を喪失した者を含む。「④ 第２号被保

険者分（再掲：介護給付・予防給付の特例分）」につ

いて同じ。）に係る介護給付・予防給付の件数、単位

数、費用額及び給付費の累計を①に準じて記入する

こと。 
 

 

イ 地域密着型（介護予防）サービスについては、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅

介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護、複合型サービス（看護小規模多機

能型居宅介護）に区分し、該当欄に要支援状態区分

及び要介護状態区分別に記入すること。なお、「計」

及び「合計」欄には、アに準じて記入すること。 
（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 「② 総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対

象者分）」には、当該年度における被保険者である

者（当該年度中に転出、死亡等の事由で当該市町村

の被保険者資格を喪失した者を含む。）のうち、法

第４９条の２又は第５９条の２が適用される第１

号被保険者の２割負担対象者分に係る介護給付・予

防給付の件数、単位数、費用額及び給付費の累計を

①に準じて記入すること。なお、ここで報告する介

護給付・予防給付は、法第４３条第３項、第４４条

第６項、第４５条第６項、及び第５５条第３項、第

５６条第６項、第５７条第６項で規定する「超える

額」を除くものとする。 

③ 「③ 第２号被保険者分（再掲）」には、当該年度

における第２号被保険者である者（当該年度中に転

出、死亡等の事由で当該市町村の第２号被保険者の

被保険者資格を喪失した者を含む。「④ 第２号被保

険者分（再掲：介護給付・予防給付の特例分）」につ

いて同じ。）に係る介護給付・予防給付の件数、単位

数、費用額及び給付費の累計を①に準じて記入する

こと。 
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③ 「③ 総数（再掲：介護給付・介護予防給付の特

例分）」には、法第５０条及び法第６０条に規定する

特別事情による特例給付について、当該年度におけ

る被保険者である者に係る当該特例給付の件数、単

位数、費用額及び給付費（１００分の９０を超えて

支給した額）の累計を①に準じて記入すること。 
 
 
④ 「④ 第２号被保険者分（再掲：介護給付・介護

予防給付の特例分）」には、法第５０条及び法第６０

条に規定する特別事情による特例給付について、当

該年度における第２号被保険者である者に係る当該

特例給付の件数、単位数、費用額及び給付費の累計

を①に準じて記入すること。 
（３）「（２）特定入所者介護（介護予防）サービス費（別

掲）」については次のとおりとすること。 
① 「①総数」には、当該年度における被保険者であ

る者（当該年度に転出、死亡等の事由で当該市町村

の被保険者資格を喪失した者を含む。）に係る特定入

所者介護（介護予防）サービス費の件数、給付費の

累計を記入すること。 
② 「②第２号被保険者分」には、当該年度における

第２号被保険者である者に係る特定入所者介護（介

護予防）サービス費について、①に準じて記入する

こと。 
（４）「（３）高額介護（介護予防）サービス費」には、法

第５１条の規定による高額介護サービス費及び法第６

１条の規定による高額介護予防サービス費について、

件数及び給付費を記入すること。 
 

ア 世帯合算による高額介護（介護予防）サービス費

を支給した場合は、合算の対象となった各世帯員の

給付費を算定し、「ア 利用者負担第四段階」「イ 

利用者負担第三段階」「ウ 利用者負担第二段階」

「エ 利用者負担第一段階」「オ 合計」のうち該

当する区分の「世帯合算」欄に件数、給付費をそれ

ぞれ計上すること。なお、「オ 合計」の「世帯合

算」については、「件数」には世帯合算による給付

件数、「給付費」には給付費の合計を計上すること。 
イ 令第２２条の２の２第１０項及び第１１項並びに

第２９条の２の２第１０項及び第１１項の規定に

より特定公費負担給付から高額介護（介護予防）サ

ービス費への振替支給（以下「公費振替分」という。）

があった場合は、「ア 利用者負担第四段階」の「そ

の他」欄に件数、給付費を記入すること。なお、被

保護者に係る分については、「エ 利用者負担第一

段階」の「その他」欄に件数、給付費を記入するこ

と。また、公費振替分は償還払い分として扱うこと

に留意すること。 
ウ 「計」欄には、「世帯合算」と「その他」の合計を

記入すること。 
エ なお、「利用者負担第一段階」とは、利用者負担第

一段階でかつその者の属する世帯全員が市町村民税

非課税である者または被保護者または利用者負担上

限額が１５，０００円であれば被保護者にならない

者、「利用者負担第二段階」とは、その者の属する世

帯全員が市町村民税非課税であってその合計所得金

額と課税年金収入額が年間８０万円以下である者、

「利用者負担第三段階」とは、その者の属する世帯

全員が市町村民税非課税であって利用者負担第２段

階該当者以外の者または利用者負担上限額が２４，

６００円であれば被保護者にならない者、「利用者負

④ 「④ 総数（再掲：介護給付・介護予防給付の特

例分）」には、法第５０条第１項及び第２項並びに及

び法第６０条第１項及び第２項に規定する特別事情

による特例給付について、当該年度における被保険

者である者に係る当該特例給付の件数、単位数、費

用額及び給付費（１００分の９０又は１００分の８

０を超えて支給した額）の累計を①に準じて記入す

ること。 
⑤ 「⑤ 第２号被保険者分（再掲：介護給付・介護

予防給付の特例分）」には、法第５０条第１項及び法

第６０条第１項に規定する特別事情による特例給付

について、当該年度における第２号被保険者である

者に係る当該特例給付の件数、単位数、費用額及び

給付費の累計を①に準じて記入すること。 
（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）「（３）高額介護（介護予防）サービス費」には、法

第５１条の規定による高額介護サービス費及び法第６

１条の規定による高額介護予防サービス費について、

件数及び給付費を記入すること。（平成２７年４月支出

決定分から平成２７年８月支出決定分） 
（同左） 
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担第四段階」とは「利用者負担第一段階」、「利用者

負担第二段階」、「利用者負担第三段階」のいずれに

も該当しない者とする。 
なお、世帯合算の場合で、 
①「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利

用者負担第三段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第三段階」に 
②「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利

用者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第二段階」に 
③「利用者負担第三段階」に該当する世帯員と「利

用者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第三段階」に 
それぞれ記入すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）「（３）高額介護（介護予防）サービス費」には、法

第５１条の規定による高額介護サービス費及び法第６

１条の規定による高額介護予防サービス費について、

件数及び給付費を記入すること。（平成２７年９月支出

決定分から平成２８年３月支出決定分） 
ア 世帯合算による高額介護（介護予防）サービス費

を支給した場合は、合算の対象となった各世帯員の

給付費を算定し、「ア 利用者負担第五段階」「イ 

利用者負担第四段階」「ウ 利用者負担第三段階」

「エ 利用者負担第二段階」「オ 利用者負担第一

段階」「カ 合計」のうち該当する区分の「世帯合

算」欄に件数、給付費をそれぞれ計上すること。な

お、「オ 合計」の「世帯合算」については、「件数」

には世帯合算による給付件数、「給付費」には給付

費の合計を計上すること。 
イ 令第２２条の２の２第１０項及び第１１項並びに

第２９条の２の２第１０項及び第１１項の規定に

より特定公費負担給付から高額介護（介護予防）サ

ービス費への振替支給（以下「公費振替分」という。）

があった場合は、「イ 利用者負担第四段階」の「そ

の他」欄に件数、給付費を記入すること。なお、被

保護者に係る分については、「オ 利用者負担第一

段階」の「その他」欄に件数、給付費を記入するこ

と。また、公費振替分は償還払い分として扱うこと

に留意すること。 
ウ 「計」欄には、「世帯合算」と「その他」の合計を

記入すること。 
エ なお、「利用者負担第一段階」とは、利用者負担第

一段階でかつその者の属する世帯全員が市町村民税

非課税である者または被保護者または利用者負担上

限額が１５，０００円であれば被保護者にならない

者、「利用者負担第二段階」とは、その者の属する世

帯全員が市町村民税非課税であってその合計所得金

額と課税年金収入額が年間８０万円以下である者、

「利用者負担第三段階」とは、その者の属する世帯

全員が市町村民税非課税であって利用者負担第２段

階該当者以外の者または利用者負担上限額が２４，

６００円であれば被保護者にならない者、「利用者負

担第五段階」とは、その者の属する世帯内に課税所

得１４５万円以上の第１号被保険者がおり、かつ、

世帯内の第１号被保険者の収入の合計額が５２０万

円（世帯内の第１号被保険者が本人のみの場合は３

８３万円）以上である者、「利用者負担第四段階」と

は「利用者負担第一段階」、「利用者負担第二段階」、

「利用者負担第三段階」、「利用者負担第五段階」の

いずれにも該当しない者とする。 
なお、世帯合算の場合で、 
①「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利
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（５）「（４）高額医療合算介護（介護予防）サービス費」

には、法第５１条の２に規定する高額医療合算介護サ

ービス費及び法第６１条の２に規定する高額医療合算

介護予防サービス費について、件数及び給付費を記入

すること。 
① 件数及び給付費は、医療保険における所得区分ご

とに「ア 現役並み所得者（上位所得者）」、「イ 一

般」、「ウ 低所得者Ⅱ」、「エ 低所得者Ⅰ」欄にそ

れぞれ記入すること。「合計」欄には、件数及び給付

費のア～エの所得区分別の合計をそれぞれ記入する

こと。 
② ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条の

３第６項第１号ロ及びハ並びに同項第２号ロ及びハ

に該当する者がいる世帯への支給があった場合は、所

得区分の「ア 現役並み所得者（上位所得者）」欄に

記入すること。 
  ③ ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条オ

３第６項第１号イ及びニ並びに同項第２号イ及びニ

に該当する者がいる世帯への支給があった場合は、

所得区分の「イ 一般」欄に記入すること。 
④ ７０歳未満で医療保険の所得区分が令第２２条の 
３第６項第１号ホ及び同項第２号ホに該当する者が 
いる世帯への支給があった場合は、所得区分の「ウ 

低所得者Ⅱ」欄に記入すること。 
（６）「市町村特別給付」については、次のとおりとするこ

と。 
① 当該年度において、市町村が条例で定めるところ

により市町村特別給付を実施している場合は、実施

している給付の種類ごとに、その件数、費用額、給

付費の累計をそれぞれ「① 件数」、「② 費用額」、

「③ 給付費」に、要介護状態区分別に記入するこ

と。なお、「種類」欄に例示している給付以外の給付

については、「種類」欄の「その他」に件数、費用額

及び給付費の累計をまとめて記入すること。 
② 「合計」欄には当該市町村が実施している給付に

ついての合計を記入し、「計」欄には、要支援・要介

護状態区分別の合計を記入すること。 
 

３．保険料収納状況（様式３） 
（１）「調定額累計」欄には、保険料として調定した額を記

入すること。 
① 「現年度分」には、当該年度末までに当該年度分

の保険料として賦課した調定額（前年度以前の保険

料として当該年度に賦課したものを含む。）を記入す

ること。 
② 「滞納繰越分」には、前年度以前に調定された滞

納保険料のうち、当該年度に繰り越された滞納繰越

分を記入すること。 
（２）「収納額累計」欄には、当該年度分として収納した保

険料の累計額（出納閉鎖時までに収納した額を含む。）

を「現年度分」、「滞納繰越分」に区分して記入するこ

と。なお、当該年度に収納した保険料のうち過誤納付

がある場合には、その額を｢収納額累計｣から控除する

用者負担第三段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第三段階」に 
②「利用者負担第一段階」に該当する世帯員と「利

用者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第二段階」に 
③「利用者負担第三段階」に該当する世帯員と「利

用者負担第二段階」に該当する世帯員がいる場合

には、「利用者負担第三段階」に 
それぞれ記入すること。 

（６）「（４）高額医療合算介護（介護予防）サービス費」

には、法第５１条の２に規定する高額医療合算介護サ

ービス費及び法第６１条の２に規定する高額医療合算

介護予防サービス費について、件数及び給付費を記入

すること。 
（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）「市町村特別給付」については、次のとおりとするこ

と。 
（同左） 
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こと。 
（３）「還付未済額（別掲）」欄には、過誤納付に係る還付

金の未済額を「現年度分」、「滞納繰越分」に区分して

記入すること。なお、年金保険者に返納するもの及び

未確定の還付金についても、当該欄に記入すること。 
（４）「不納欠損額」欄には、当該年度に不納欠損処分を行

った累計額を記入すること。 
（５）「未収額」欄には、「調定額累計」から「収納額累計」

及び「不納欠損額」を控除した額を記入すること。 
（６）「減免額（別掲）」には、市町村の条例に定める地震、

風水害、火災等の災害等を要件に保険料が減免されて

いる額の累計について別掲すること。 
（７）「特別徴収」には、法第１３１条の規定による特別徴

収による保険料の累計額について記入し、「普通徴収」

には、同条の規定による普通徴収による保険料の累計

額について記入すること。 
（８）「計」には、「特別徴収」と「普通徴収」の合計を記

入することとし、「合計」には、「現年度分」と「滞納

繰越分」の合計を記入すること。 
 
４．保険給付支払状況（様式３） 
（１）「介護サービス等諸費」には、法第４１条から４２条

の３まで及び第４４条から第５０条までに規定する介

護給付について、「介護予防サービス等諸費」には、法

第５３条から５４条の３まで及び第５６条から第６０

条までに規定する予防給付について、「高額介護サービ

ス等費」には、法第５１条に規定する高額介護サービ

ス費及び法第６１条に規定する高額介護予防サービス

費について、「高額医療合算介護サービス等費」には、

法第５１条の２に規定する高額医療合算介護サービス

費及び法第６１条の２に規定する高額医療合算介護予

防サービス費について、「特定入所者介護サービス等

費」には、法第５１条の３、第５１条の４、第６１条

の３及び第６１条の４に規定する特定入所者介護サー

ビス費等について、「その他の保険給付費」には、当該

市町村の条例で定める市町村特別給付について、それ

ぞれ記入すること。 
（２）「支払義務額累計」欄については、当該年度分として

支出決定のあった給付額の累計額を記入すること。な

お、法第２１条第１項の規定による第三者行為に伴う

損害賠償金（以下、「損害賠償金」という。）、法第２２

条第１項及び第２項の規定による不正利得に伴う徴収

金又は法第２２条３項の規定による不正利得に伴う返

還金（以下、「徴収金」という。）及び過誤払いの保険

給付等不当利得に伴う返還金（以下、「返還金」という。）

の歳入調定額がある場合は、その額を支払義務額から

控除すること。 
（３）「支払済額累計」欄については、当該年度分として出

納閉鎖時までの支払済累計額を記入すること。なお、

当該年度に支払った保険給付に係る返還金が戻入され

た場合は、その額を支払済額から控除すること。 
（４）「徴収金等累計」欄については、徴収金、損害賠償金

及び前年度以前に支出決定した保険給付に係る返還金

の歳入調定額の当該年度末までの累計額を記入するこ

と。 
（５）「戻入未済額累計」欄については、当該年度に支給決

定した保険給付に係る返還金であって、出納閉鎖時ま

でに戻入が済んでいない累計額を記入すること。 
（６）「未払額」欄については、｢支払義務額累計｣から｢支

払済額累計｣を控除し、｢徴収金等累計｣及び｢戻入未済

額累計｣を加えた額を記入すること。 
「計」には、各区分の合計額を記入すること。 

（同左） 
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５．介護保険特別会計経理状況（様式４から様式４の３） 
（１）介護保険特別会計の経理状況については、当該年度

の決算額を報告すること。 
（２）「（１）保険事業勘定」の「（歳入）」の「国庫支出金」

欄の介護給付費負担金、「都道府県支出金」欄の都道府

県負担金等については、精算前の額（翌年度に返還す

る額を含んだ実際の受入額）を記入すること。また、

翌年度分と相殺する予定のものについては、相殺前の

額を記入すること。 
（３）「（１）保険事業勘定」の「（歳入）」の「繰入金」欄

には、介護給付及び予防給付に要する費用について保

険者が１００分の１２．５を負担する額、介護給付費

準備基金の取り崩し額、職員給与や認定費用等総務費

に充てるため一般会計から繰り入れた額等の精算前の

額を記入すること。 
（４）翌年度への繰越金（歳入・歳出の差引額）について

は、欄外の「歳入歳出差引残額」へ記入すること。な

お、翌年度分と相殺する予定のものについては、相殺

前の額を含めて記入すること。また、「歳入歳出差引残

額」のうち、「国庫支出金」の介護給付費負担金及び「都

道府県支出金」の都道府県負担金等のうち返還する額

等を除いた基金への積み立て予定額は「うち基金繰入

額」へ記入すること。 
（５）「介護給付費準備基金保有額」欄については、３月３

１日時点（当該年度の決算額）の介護給付費準備基金

の保有額を記入すること。 
（６）「（２）介護サービス事業勘定」の該当が無い場合に

は、保険者名と保険者番号のみを記入して報告するこ

と。 
（７）「（３）介護給付費負担金精算額等」については、「ア 

前年度以前」の「歳入（精算交付額）」欄には前年度以

前に係る介護給付費負担金等で当該年度において受け

入れた額を、「歳出（返還額）」欄には前年度以前に係

る介護給付費負担金等で当該年度において返還を行っ

た額を、また「イ 今年度」の「歳入（精算交付予定額）」

欄には当該年度に係る介護給付費負担金等で次年度に

受け入れする額（予定額）を、「歳出（返還予定額）」

欄には当該年度に係る介護給付費負担金等で次年度に

返還する額（予定額）を記入すること。 
 
６．その他 
（１）各様式の「（平成  年度）」欄には、当該年度を記

入すること。 
（２）各様式の「保険者番号」欄、「保険者名」欄には、当

該市町村の保険者番号（都道府県番号及び市町村番号

の５桁を記入するものとし、末尾のチェックデジット

は記入しない。）、保険者名をそれぞれ記入すること。 
（３）年度途中に保険者の合併等（広域連合や一部事務組

合の結成を含む。）が行われた場合は、合併後存続（新

設）の保険者が合併によって廃止された保険者の分を

併せて報告すること。 

（同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



平成２８年度月報の報告事項等の整理

別紙５

１(1)第１号被保険者数

１(2)第１号被保険者数増減内訳

１(3)食費・居住費に係る負担限度額認定（総数）

１(4)利用者負担減額・免除認定（総数）

１(5)介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額・免除認定
（総数）
１(6)  （3）の再掲（第２号被保険者分）

１(7)　（4）の再掲（第２号被保険者分）

１(8)　(5)の再掲（第２号被保険者分）

様式１の４
１(9)  利用者負担額第４段階における食費・居住費の特例減
額措置
１(10)要介護（要支援）認定者数（月末現在）　①総数
１(10)要介護（要支援）認定者数（月末現在）　②総数
　（再掲：　第１号被保険者の２割負担対象者分）
１(11) 居宅介護（介護予防）サービス受給者数

１(12) 地域密着型（介護予防）サービス受給者数

１(13) 施設介護サービス受給者数
１(14)居宅介護（介護予防）サービスのサービス別受給者数
【現物給付分】　①総数
１(14)居宅介護（介護予防）サービスのサービス別受給者数
【現物給付分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対
象者分）
1（15)居宅介護（介護予防）サービスの利用回（日）数【現物
給付分】　①総数
1(15)居宅介護（介護予防）サービスの利用回（日）数【現物給
付分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分)
1(16）地域密着型（介護予防）サービスのサービス別受給者
数【現物給付分】　①総数

1(16）地域密着型（介護予防）サービスのサービス別受給者
数【現物給付分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担
対象者分）

1(17）地域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給
付分】　①総数
1(17)地域密着型（介護予防）サービスの利用回数【現物給付
分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分)

1(18)施設介護サービスの受給者数（再掲：第１号被保険者
の２割負担対象者分）【現物給付分】

２(1)介護給付・予防給付　①総数（件数、単位数、費用額、給
付費）
２(1)保険給付・予防給付　②総数（再掲：第１号被保険者の２
割負担者分）

様式２の２ ２(1)介護給付・予防給付　③第２号被保険者分（①の再掲）

様式２の３ ２(1)介護給付・予防給付　④総数（特例分）（①の再掲）

様式２の４
２(1)介護給付・予防給付　⑤第２号被保険者分（特例分）
　（④の再掲）

様式２の５ ２(2)特定入所者介護（介護予防）サービス費　①総数

様式２の６
２(2)特定入所者介護（介護予防）サービス費　②第２号被保
険者数（再掲）
２(3)高額介護（介護予防）サービス費

２(4)高額医療合算介護（介護予防）サービス費

報告不要

従来の報告内容に加え、厚労省が以下の現物給付に係る統計情報
を国保中央会（連合会）より受けて公表
○　地域密着型（介護予防）サービスとして地域密着型通所介護の
サービス別受給者数及びサービス利用回（日）数。

変更なし

報告が必要

変更なし

保険者からの報告は償還払
いのみとする。

国で合算したものを保守サイ
トから都道府県及び保険者

へデータ提供

様式２の７ 報告が必要 変更なし

様式１の５

保守サイトから都道府県及び
保険者へデータ提供

変更なし

変更なし

様式２

変更なし

従来の報告内容に加え、『２（１）保険給付・予防給付①～⑤』につい
て、地域密着型（介護予防）サービスとして地域密着型通所介護を追
加。

様式１の７

月
報

様式１

報告が必要 変更なし

様式１の２

様式１の３

様式１の６

報告不要

変更なし

新報告様式現行報告様式 報告内容 備考
都道府県・保険者への

データ提供
報告の要否

保守サイトから都道府県及び
保険者へデータ提供

内容変更有り

内容変更有り



平成２７年度年報の報告事項等の整理
別紙６

１(1)第１号被保険者のいる世帯数

１(2)第１号被保険者数

１(3)第１号被保険者数増減内訳

１(４)所得段階別第１号被保険者数 様式変更有り 所得段階別第１号被保険者数について、６段階から９段階に変更。

１(5)食費・居住費に係る負担限度額認定（総数）

１(6)利用者負担減額・免除認定（総数）

１(7)介護老人福祉施設旧措置入所者に係る減額・免除認定
（総数）
１(8)  （5）の再掲（第２号被保険者分）

１(9)　（6）の再掲（第２号被保険者分）

１(10)　(7)の再掲（第２号被保険者分）

様式１の４
１(11)  利用者負担額第４段階における食費・居住費の特例
減額措置

１(12)  要介護（要支援）認定者数（年度末現在）　①総数 変更なし ３月末時点のデータ（３月月報のもの）をそのまま使用。

１(12)  要介護（要支援）認定者数（年度末現在）　②総数
（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

様式追加
要介護（要支援）認定者数のうち、第１号被保険者の２割負担対象者
分を追加。

１(13)  居宅介護（介護予防）サービス受給者数（各月累計）

１(14)  地域密型（介護予防）サービス受給者数
　　（各月累計）

１(15)  施設介護サービス受給者数（各月累計）

１（16）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別受給者数
【現物給付分】　①総数

変更なし

１（16）居宅介護（介護予防）サービスのサービス別受給者数
【現物給付分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対
象者分）

様式追加

１(１７)居宅介護（介護予防）サービス利用回（日）数【現物給
付分】　①総数

変更なし

１(１７)居宅介護（介護予防）サービス利用回（日）数【現物給
付分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

様式追加

１（１8）地域密着型（介護予防）サービス受給者数【現物給付
分】　①総数

変更なし

１（１8）地域密着型（介護予防）サービス受給者数【現物給付
分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

様式追加

１（19）地域密着型（介護予防）サービス受給者数【現物給付
分】　①総数

変更なし

１（19）地域密着型（介護予防）サービス受給者数【現物給付
分】　②総数（再掲：第１号被保険者の２割負担対象者分）

様式追加

１（20）施設介護サービス受給者数(（15)の再掲：第１号被保
険者の２割負担対象者分）【現物給付分】

様式追加

２(1)介護給付・予防給付　①総数（件数、単位数、費用額、給
付費）

様式変更有り
・地域密着型（介護予防）サービスのサービス項目『複合型サービ
ス』を『複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）』に変更。

２(1)介護給付・予防給付　②総数（再掲：第１号被保険者の２
割負担対象者分）

様式追加
・従来の報告内容に加え、『２（１）保険給付・予防給付　総数』のう
ち、第１号被保険者の２割負担者分を追加する。

様式２の２ ２(1)介護給付・予防給付　②第２号被保険者分（①の再掲）

様式２の３ ２(1)介護給付・予防給付　③総数（特例分）（①の再掲）

様式２の４
２(1)介護給付・予防給付　④第２号被保険者分（特例分）
　（③の再掲）

様式２の５ ２(2)特定入所者介護（介護予防）サービス費　①総数

様式２の６
２(2)特定入所者介護（介護予防）サービス費　②第２号被保
険者数（再掲）

２(3)高額介護（介護予防）サービス費
①平成２７年４月支出決定分から平成２７年８月支出決定分まで

変更なし

２(3)高額介護（介護予防）サービス費
②平成２７年９月支出決定分から平成２８年３月支出決定分まで

様式追加
平成２７年９月支出決定分から利用者負担の段階を４段階から５段階
に変更。

２(4)高額医療合算介護（介護予防）サービス費

様式２の８ ２(5)市町村特別給付

様式３
３　保険料収納状況
４　保険給付支払状況

様式４、４の
２、４の３

５　介護保険特別会計経理状況
様式４、４の２
内容変更有り

保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の勘定科目の変更。

様式１の７ 報告不要

従来の報告内容に加え、厚労省が以下の現物給付に係る統計情報
を国保中央会（連合会）より受けて公表
①居宅介護（介護予防）サービス、地域密着型（介護予防）サービス
のサービス別受給者数及びサービス利用回（日）数の第１号被保険
者の２割負担者分。
②施設介護サービス受給数のうち、第１号被保険者の２割負担者
分。

保守サイトから都道府県及び
保険者へデータ提供

保守サイトから都道府県及び
保険者へデータ提供

変更なし

変更なし

変更なし

様式変更有り
・地域密着型（介護予防）サービスのサービス項目『複合型サービ
ス』を『複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）』に変更。

報告不要

新報告様式

変更なし

変更なし

様式１の６

様式１の５

様式１の２

様式１

様式１の３

都道府県・保険者への
データ提供

報告が必要

変更なし。
保守サイトに掲載された毎月
分の状況（現物給付及び償
還給付）について、保険者に
おいて調整等を行った上で報

告。

様式２

年
報

様式２の７

変更なし

報告が必要

報告が必要

報告が必要 変更なし

備考

変更なし

現行報告様式 報告内容 報告の要否


